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   議事日程第２号      第３回定例会 

   令和７年９月５日（金）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第２号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○柏倉信一議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  本日の会議は、議事日程第２号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○柏倉信一議長 日程第１、これより一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。質問時間は、１議

員につき答弁時間を含め60分以内となっており

ますので、要領よくかつ有効に進行されますよ

うお願いいたします。 

  この際、執行部におきましても、質問者の意

をよく捉えられ、簡潔にして適切に答弁される

よう要望いたします。 

 

 一般質問通告書   

 令和７年９月５日（金）                         （第３回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の上下水道事

業における老朽管

対策について 

 

 

 

 

 

 

 

（１）埼玉県八潮市での道路陥没事故を

受け、国交省の要請により実施され

た全国的な下水道管の緊急点検につ

いて 

（２）本市の下水道管の点検・修繕の計

画について 

（３）本市で敷設されている下水道管の

口径での陥没事故等の危険性につい

て 

（４）本市の水道の歴史について 

１２番 

太 田 芳 彦 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年農業全般

について 

 

（５）本市では、老朽化による水道管の

破損に起因する断水や通行止め等は

発生しているのか。 

（６）将来的な上下水道の維持管理のた

め、携わる職員の増員及び経験や技

術の継承が重要だと考えられるが見

解は。 

（１）本市における今年のさくらんぼの

作柄について 

（２）今年産さくらんぼに対して実施し

た高温障害に関する対策の効果につ

いて 

（３）本市のさくらんぼの将来的な見通

しについて 

（４）今年の秋の農産物（主に米、ブド

ウ、リンゴ、ラ・フランス等）の作

柄について 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

 

 

３ 公共施設マネジメ

ントについて 

（１）上下水道や道路等、インフラ系公

共施設の維持管理について 

（２）建築物系公共施設の更新費用につ

いて 

（３）市有施設整備基金について 

（４）建築物系公共施設整備実施の具体

的なロードマップについて 

１６番 

後 藤 健一郎 

市 長 

４ 

 

 

 

 

５ 

 

公契約条例の制定

について 

 

 

 

さがえっ子が健や

かに成長するため

に 

（１）本市の入札などの状況について 

（２）公共工事の現場で働くすべての労

働者に対して、賃金の最低基準額が

保障される公契約条例の制定につい

て 

（１）子どもの貧困の問題など、格差の

拡大についての報道がされている

が、さがえっ子の現状について 

（２）学習支援や子ども食堂の現状と今

後の支援体制について 

（３）学校生活の中で、子どもの変化を

どう把握しているか。 

７番 

太 田 陽 子 

市 長 

 

 

 

 

市 長 

教 育 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

６ 国民健康保険制度

について 

（１）マイナ保険証施行後の滞納者の窓

口負担について 

（２）困窮等による滞納者への対応につ

いて 

 市 長 

 

 

 

７ 

 

 

 

 

 

物価高騰等の影響

により停滞してい

る地域経済の活性

化と、市内消費喚

起を目的としたキ

ャッシュレスさが

えさくらんぼプレ

ミアム商品券（チ

ェリンＰａｙ）の

販売について 

（１）実施時期と計画、並びに抽選方式

について 

  ア 実施時期 

  イ 抽選方式の採用 

（２）利用者視点での課題と改善点につ

いて 

  ア 利用者の利便性 

  イ 販売先を絞った目的と効果、支

払方法別の購入割合 

  ウ より分かりやすく利用しやすい

仕組み 

（３）購入者属性の分析とデジタルに不

慣れな方への配慮について 

  ア 購入者の属性と利用状況 

  イ デジタルに不慣れな方への配慮 

（４）市民の生活支援と事業者支援を両

立した、より効果的な仕組みへの発

展について 

４番 

児 玉   崇 

市 長 

 

 

 

 

 

 ※表内の文字表記は実際の通告書に基づき掲載しております。 

 

 

太田芳彦議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号１番、２番について、

12番太田芳彦議員。 

○太田芳彦議員 おはようございます。無会派の

太田芳彦です。よろしくお願いいたします。 

  今年も猛暑が続いて、９月に入っても残暑厳

しい折、体調を崩された方もおられたと思いま

すが、水分補給だけは十分にしたいと心がけて

いるところです。皆様も自分は大丈夫と過信し

ないで、議員活動に頑張っていただきたいと思

います。 

  私、久々のトップバッターでございまして、

少々緊張しております。答弁のほどよろしくお

願いいたします。 

  それでは、通告番号１番、２番について質問

をさせていただきます。 

  初めに、通告番号１番、本市の上下水道事業

における老朽管対策についてお伺いいたします。 

  皆様の記憶にも鮮明に残っていると思います

が、１月28日に埼玉県八潮市の県道交差点で大

規模な道路陥没が発生し、２トントラックが穴

の中に転落し、74歳の男性運転手が安否不明と

なりました。 

  原因は4.75メートルの下水道管の破損と見ら
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れ、さらには、地盤が救助用重機の重さに耐え

切れず、新たな陥没が現場付近に生じ、運転手

の救助が難航してしまったようです。 

  ５月２日早朝に行方不明の男性が発見されま

したが、その場で死亡が確認されたとのことで、

大変痛ましい事故で、遺族の方にはお悔やみを

申し上げます。 

  下水道管の老朽化に伴う事故は全国各地で起

きており、2020年６月には埼玉県川島町で、同

年７月には仙台市太白区で、いずれも下水道管

の腐食が原因と見られる陥没地区が発生してい

ます。 

  その中で、埼玉県八潮市で発生した道路陥没

事故を受けての本市の対応についてお聞きいた

します。 

  八潮市での道路陥没事故があって、国交省の

要請による本市の下水道の緊急点検を行ったの

か伺いたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 おはようございます。 

  ただいま太田芳彦議員のほうから、埼玉県八

潮市での道路陥没事故を受け、国土交通省の要

請により実施された全国的な下水道管の緊急点

検に対する対応について御質問いただきました

ので、お答えさせていただきます。 

  令和７年１月28日に埼玉県八潮市で発生した

事故によりまして、約120万人の方々に下水道

の使用自粛が呼びかけられ、現在も復旧工事が

継続し行われているなど、社会的に甚大な影響

が生じていることは御案内のとおりであります。 

  国土交通省ではこの事故を受けまして、翌日

の１月29日付で、大規模な下水道管を有する下

水道管理者に対しまして緊急点検の要請を行っ

ております。 

  このたびの緊急点検の対象となった下水道管

は、１日最大処理量が30万立方メートル以上の

下水処理場に接続する、そして、口径が２メー

トル以上のものということであります。 

  本市の場合、下水処理施設の１日最大処理量

は１万1,000立方メートルです。下水道管の最

大口径は1.35メートルでありますので、緊急点

検の対象とはなりませんでしたが、市内最大口

径1.35メートルの下水道管が敷設されている浄

化センターから旧山形銀行寒河江支店までの延

長約2.9キロメートルについて、道路上におけ

る陥没の有無やマンホール内部への土砂流入の

有無といった目視による市独自の緊急点検を、

通知日翌日の１月30日から順次実施し、異常が

ないことを確認しております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。 

  本市は点検の対象にはならなかったというこ

とでありますけれども、市独自で目視点検を行

ってくれたということで安心しました。 

  本市の下水道事業は、昭和52年10月28日に下

水道法による事業認可を得てから１回の変更が

あり、最終は令和５年３月24日を経て今日に至

っております。 

  管渠工事のうち、幹線は１号幹線を昭和52年

より着手し、令和６年度までに枝線を含め約

208.7キロメートル施工し、事業認可面積

1,295.5ヘクタールのうち1,123ヘクタールを整

備しました。 

  整備率は86.7％となっており、処理場建設は

昭和55年に工事着手し、昭和58年までに工事を

完了、処理人口約7,200人を対象として、昭和

58年10月１日供用を開始したと上下水道課より

説明がありまして、経過と現状は分かりました。 

  そこでお聞きしますが、本市の下水道管の点

検・修繕はどのような計画で行われているのか

伺いたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 下水道管の維持管理につきまし

ては、下水道法施行令や下水道施行規則におい

て、維持または修繕に関する技術上の基準、点

検頻度や点検方法が規定されており、本市にお
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いてはこれらに基づき点検や修繕を行っており

ます。 

  具体的には、硫化水素が発生し、これが硫酸

となることでコンクリートの腐食のおそれが大

きいとされますマンホールポンプ付近、これは

市内に９か所ありますが、これを中心に５年に

１回の頻度で点検を行っております。 

  また、法令等で点検が義務化されていない下

水道管におきましても、口径200ミリメートル

以上であり、破損すれば復旧に多大な経費と時

間を要する河川等を横断する下水道管や、防災

拠点や避難所からの排水を受ける重要な幹線に

ついて、適宜点検や調査を行っております。 

  なお、点検や調査の結果、異常が確認された

場合には、その状態を踏まえ修繕を行っており

ますが、これまで実施した本市の点検や調査で

は、八潮市と同様の腐食によるコンクリート製

下水道管の異常というのはありませんでした。 

  今後とも異常が確認された場合には、その状

態などから下水道の機能が適切に維持されてい

るのか、道路等の陥没など安全性に問題はない

かを適切に判断し、修繕などの維持管理を行っ

てまいります。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 点検のほうは５年に１回行って

いる、また、重要な幹線については都度点検を

行っているというようなお話でございました。 

  国土交通省の調査によると、2022年末現在で

全国の下水道管の総延長は約49万キロで、うち

法定耐用年数50年を経過したものは全体の約

７％に当たる約３万キロですが、10年後には約

19％、約９万キロに、20年後には約40％、約20

万キロに増加する見込みであり、老朽管の点検、

修繕、交換を行わなければならない状況となっ

ております。 

  本市においては、八潮市のような直径の大き

な下水道管は存在しないと思いますが、直径の

小さな下水道配管の破損による事故も起きてお

り、本市でも陥没事故は起こり得ると思うが、

見解をお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市で敷設されている下水道管

の口径での陥没事故等の危険性についてという

ような御質問でありました。 

  本市においては八潮市のような口径4.75メー

トル規模の下水道管は存在せず、全て1.35メー

トル以下の口径の下水道管であります。これが

市内に約209キロメートルにわたり敷設されて

おります。 

  国土交通省が公表した下水道管路メンテナン

ス年報によりますと、令和４年度に発生した下

水道管に起因する道路陥没は、ほとんどが陥没

の深さが50センチメートル未満の小規模であり

ますが、全国で約2,600件発生しているという

ことです。 

  本市ではこれまで下水道管の破裂による道路

陥没の実績はありません。また、下水道管の耐

用年数である50年を超えたものもありませんが、

年々管路の老朽化が進んできますので、全国同

様の事例は起こり得るものと考えております。 

  陥没事故につきましては、様々な要因が重な

って起こることが考えられますが、その一つと

しては、何らかの理由により下水道管に発生し

た亀裂から土砂が流入し、空洞が発生すること

によるものが考えられます。 

  下水道管に流入した土砂は汚水とともに流れ

て、最終的には浄化センターへとたどり着きま

す。浄化センターでは、毎日流入する汚水を点

検しておりまして、これまで土砂等の異常な流

入というものは確認されたことはございません。 

  今後とも事故防止のため、点検調査や浄化セ

ンターでの異常な土砂の流入の確認、路上から

の目視点検などを実施しまして、適切な維持管

理を図ってまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 全国の道路陥没が約2,600件あ
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る。ただ本市については実績はないということ

で、安心したところでございます。 

  ある調査機関では、八潮市の事故は氷山の一

角にすぎないと言っております。 

  例えば、茨城県水戸市の歩道では、24年９月

中旬以降１か月足らずの間に同じ箇所が三度陥

没、埼玉県越谷市の国道４号の交差点付近でも

24年７月に直近３年間で三度目となる陥没が発

生しました。 

  原因は下水道管や地下水路の老朽化に伴う損

傷ですと言い切っていますので、本市において

も、路面をはじめとした道路施設の維持管理を

着実に行っていくためには、十分に定期的な点

検により異常を早期に発見し、速やかに対策を

講じることが、事故の未然防止を図っていく上

で大変重要であると考えられますので、よろし

く対応願いたいと思います。 

  次に、本市の水道事業について質問をさせて

いただきます。 

  初めに、本市の水道の歴史についてお伺いい

たします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市の水道の歴史ということで

ございます。 

  寒河江市の上下水道事業につきましては、昭

和27年11月に計画給水人口１万5,000人で創設

認可を受け、本町地区を中心に整備を行い、昭

和30年４月より給水を開始しております。 

  その後、昭和31年より第１次拡張事業として

南部、西根地区を整備し、昭和45年より第２次

拡張事業として、柴橋、西部、三泉地区を整備

しております。 

  また、昭和51年より第３次拡張事業として、

村山広域水道からの受水に伴う整備を行いまし

て、平成14年より第４次拡張として木ノ沢配水

池の増設工事を実施しております。 

  さらに、平成22年に幸生地区、平成30年に田

代地区の簡易水道を水道事業に統合し、現在に

至っております。 

  現在の計画給水人口は４万1,500人、計画１

日最大給水量は２万200立方メートル、寒河江

市全体の水道管延長は約340キロメートルとな

っております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 どうもありがとうございます。 

  昭和30年から給水を開始したということで、

私26年生まれですから、約70年が経過している

のかなと感じたところでございます。 

  全国的に水道管破損の主な原因を調べてみま

すと、１つは経年劣化で、水道管は長年の使用

により腐食が進み、さびが発生して強度が低下

します。特に鉄製の配管では、内部にさびが蓄

積して水圧への耐性が失われることがあります。

法定耐用年数40年を超えた水道管が全国で約２

割存在し、老朽化が深刻な問題となっています。 

  ２つ目は凍結によるもので、冬場に気温が急

激に下がると水道管内部の水が凍結し、膨張し

た氷が内部から圧迫してひび割れの原因となり

ます。 

  ３つ目は地震によるものです。 

  そして４つ目が、工事のミスにより誤って水

道管を破損させてしまうケースがあるとの報告

がありますが、そこで、全国各地での水道管の

破損による断水や通行止めが相次いで発生して

いるようですが、水道管の老朽化が原因と見ら

れています。 

  本市でも同様の事故は起きているのかお伺い

します。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市で老朽化による水道管の破

裂に起因する断水や通行止め等の事故は発生し

ているのかというような御質問でございました。 

  令和２年度から令和６年度までの直近５年間

について申し上げますと、水道管のうち、各家

庭等への引込み管を除きます市が管理する水道

管、いわゆる配水管などでありますが、この漏
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水事故は11件発生しております。 

  原因は水道管の老朽化によるものと思われま

すが、いずれについても小規模な漏水事故でご

ざいます。 

  復旧工事を行うために数件程度の断水であり

ますとか、一時的な通行止めを行ったというよ

うな事例はありますが、事故そのものが原因で

断水や通行止めに至ったというような事例はご

ざいませんでした。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 断水に関しましては、直近５年

間では、配水管ですか、11件ほどあったという

ことですが、それほど大きな漏水とかはないと

いうことでございます。 

  水道は毎日の暮らしになくてはならない重要

なインフラであります。極端に言えば、水道の

蛇口をひねると水が出て安全性が確保されてい

るため、何も考えず、飲料水として使用するな

どが当たり前と市民は思っています。 

  しかし、近年、全国的に水道管の老朽化が進

み、漏水や断水などのトラブルを引き起こすと

し、問題視されております。 

  水源から採取した水が浄水場や配水池、水道

管を通じて各家庭に供給されていますが、特に

水道管には塩素が含まれていることから、施設

や管路は時間がたつにつれて腐食するなど老朽

化し、破裂しているところが多く、深刻な社会

問題となっているため、今後いかに水道のイン

フラを守り抜けるかが重要な課題と思うのです

が、水道管・下水道管とも今後維持管理・補修

にかかる費用が増えることが予想されます。 

  質の高いサービスを提供するには、水道・下

水道に携わる職員の増員及び経験や技術の継承

を図る必要があると考えますが、見解をお伺い

いたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 全国的に上下水道を取り巻く環

境は、人口減少による収入減、そして職員の減

少、老朽化施設の増加、そして自然災害の激甚

化など様々な課題がございまして、厳しさを増

しております。 

  これを受けまして、令和６年11月に国土交通

省において、上下水道政策の基本的な在り方検

討会を設置し、多様な社会的要請に応えるため

議論が進められているというところでございま

す。 

  令和７年６月には、第１次取りまとめが公表

されまして、上下水道事業の喫緊の課題として、

まず、施設については、老朽化の進行による事

故の多発、耐震化の遅れやリダンダンシーの不

足、災害リスクの増大。また、経営については、

収入減少と維持管理費・更新費用の増大。そし

て、組織としては、職員数の減少に伴い、施設

管理や経営の見直し等を検討する余力やノウハ

ウが不足するなど、経験や技術が継承されない

ことによる体制の脆弱さが指摘されております。 

  これらの課題を受けまして、将来的に強靱で

持続可能な上下水道を実現するための基盤の強

化に向けた取組の方向性としましては、経営の

広域連携、デジタル技術の活用、更新投資を先

送りしない適正な料金設定の検討などが示され

ているというところです。 

  本市においても、職員の不足や技術継承など

検討会で取りまとめられた課題と共通点が多い

と認識しておりますので、今後進められる検討

会の議論の結果や、本市における経営状況、維

持管理の計画などを踏まえ、災害に強く持続可

能な上下水道システムの構築及び経営基盤の確

立、そして組織体制の検討に取り組み、質の高

いサービスの維持継続に努めてまいりたいと考

えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。 

  維持管理、技術の継承などはこれから前向き

に考えて取り組みたいというお話でございまし

たので、安心したところでございます。 
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  目に見えない道路の路面下の様々な状況を的

確に把握することは非常に難しい状況にあるわ

けでありますが、市民にとりましてライフライ

ンは安心安全に使えることが一番重要かと思い

ますので、今後も点検等には十分時間を割いて

いただきたいとお願い申し上げ、通告番号１番

についての質問を終わります。 

  続きまして、通告番号２番、令和７年農業全

般について質問をさせていただきます。 

  この件につきましては、昨年も同様な質問を

させていただきました。同じような質問を避け

たいのは重々分かっているのですが、本市の主

力作物であるさくらんぼが、昨年に引き続き不

作、いや、凶作の表現が正しいのではと思うく

らいなっていなかったと感じたからです。 

  まず最初にお尋ねしますが、本市における今

年のさくらんぼの作柄について伺いたいと思い

ます。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市における今年のさくらんぼ

の作柄についての御質問ですが、まず初めに、

県全体における作柄についてお答えさせていた

だきます。 

  先頃、県の作柄についての発表がございまし

たが、この県の発表によりますと、本年は、開

花期間全体を通して風が強い日が多く、特に佐

藤錦の開花期間中には強風、降雨、低温の日が

多かったことから、蜜蜂などの訪花昆虫の活動

が鈍く、結実が少ない園地が多くなりました。 

  一方で、紅秀峰の満開期頃は気温が高く、訪

花昆虫の活動が活発となり、全般に結実は良好

でありました。 

  このようなことから、例年よりも品種ごとの

差が大きく、園地ごとの差も見受けられたとの

ことでございます。 

  続いて、６月上旬からの高温で果実の生育が

進み、収穫期は平年よりも５日ほど早く、生育

期間が短かったことから、果実肥大は進まず、

着色不良化も見られました。 

  さらには、昨年夏の高温の影響によりまして、

紅秀峰を中心に双子果が多く、また着色不良に

よる出荷ロスも発生いたしました。 

  そのため、収穫量は県の予想収量を下回り、

前年対比99％、平年対比67％の8,500トン程度

を見込んでいるということでございます。 

  一方、本市における作柄に関しましても、生

産者等からの聞き取りを行いました。これによ

りますと、やはり園地によるばらつきはありま

すが、佐藤錦は着果数が少なかったことから生

産量は減少したものの、紅秀峰については着果

数が多く、生育は順調に進み、生産量は昨年よ

りも増加したというように伺っております。 

  本市においても、県と同様、さくらんぼ全体

の生産量は昨年並みになるものと捉えておりま

す。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 やはり佐藤錦に関しましては、

開花時の低温というか風が吹く日が多くて、蜂

も飛ばなかったということが原因でなりは悪か

ったようでございますが、紅秀峰に関しては非

常に開花期間も天候に恵まれて、私もよかった

のではないかなというような気がしたところで

ございます。 

  議員の中には、さくらんぼを実際に作ってお

られる方や収穫の手伝い等でさくらんぼに関わ

っている方が多くいますので、ある程度各地域

の出来については把握なされていると思います

が、私が感じた作柄を申し上げたいと思います。 

  紅秀峰については地域に関係なくなったとの

感想ですが、やはり佐藤錦のなりが悪かったよ

うで、地域による収穫差もあったようです。昨

年よかった中山間地は収穫量が少なかったと。

また、里前も地域により収穫量はまちまちとの

ことで、佐藤錦の花の時期の温度が関係してい

るとか受粉の状態を挙げている方もいらっしゃ

いましたが、いずれにしましても昨年の高温が
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影響しているとのさくらんぼ農家のお話をお聞

きしました。 

  それに対しては本市でもいろいろな対策を講

じたとの説明でしたので、本市のホームページ

で高温に対する対策事業が載っておりましたの

で、補助事業の概要について私から述べさせて

いただきます。 

  対象者は、農業者団体（３戸以上の農業者で

組織する団体）、農業法人、農協等となってお

り、補助率は対象経費の２分の１、県が３分の

１、市が６分の１となっておりました。 

  次に、補助対象設備資材でありますが、１番、

遮光資材は直射日光を適度に遮り、花芽や果実

温の上昇を抑制する。 

  ２番、白色反射シートは、従来の銀色の製品

より熱反射を少なくし、果実やハウス内の温度

の上昇を抑制する。 

  ３、井戸掘削については、冷却効果で果実や

ハウス内の温度の上昇を抑制する。 

  ４番、散水設備は冷却効果で果実やハウス内

の温度の上昇を抑制する。 

  ５、選果機については、機械による高速選果

で適期内の収穫可能量を増やし、もぎ遅れを低

減する。 

  ６番、作業場の冷房設備に関しては、収穫後

の果実を適温に保ち、品質を維持する。 

  ７番、冷蔵庫、収穫後の果実温を適温に保ち、

品質を維持する。 

  ８番、無加温ハウスの整備等がありました。 

  補助の要件としては、１つが、事業の翌年度

に成果目標、販売額または所得額の増加の実現

が見込まれること。 

  ２つ目には、農業用ハウスの設置（ハウス資

材の導入を含む）の場合、農業共済等に加入す

ること。 

  ３つ目は、農業機械等の導入の場合、動産総

合保険等の保険（盗難補償及び天災等に対する

補償を必須）に加入することで、４つ目、実績

報告書を令和８年１月末までに提出できること

となっておりました。 

  そこで、昨年のさくらんぼの高温障害による

影響に対する対策事業として様々な補助事業が

展開されましたが、その効果について伺います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 昨年度におけるさくらんぼの高

温対策の事業といたしまして、２つ事業を実施

させていただいております。 

  １つ目は、寒河江市果樹園芸作物生産振興事

業費補助金にさくらんぼ高温対策事業のメニュ

ーを７月に追加させていただきまして、今年の

夏に設置する遮光資材等の購入を支援いたしま

した。これは令和７年産のさくらんぼに対応す

るため、緊急的に市の単独事業として実施した

ものでございます。実績として19経営体の方に、

事業費358万円に対し補助額162万円を支援いた

しました。 

  ２つ目は、価値ある園芸やまがた所得向上支

援事業費補助金にさくらんぼ高温対策緊急支援

を10月に追加させていただきまして、先ほど太

田議員から御説明ありました遮光資材、白色反

射シート、選果機、冷蔵庫、エアコン設備、散

水設備、井戸掘削、無加温ハウスの整備につい

て支援いたしました。実績としまして73経営体

の方に、事業費5,284万円に対し補助額2,557万

円を支援いたしました。 

  そして、効果についてでありますが、遮光資

材については、翌年への効果として、花芽分化

期の夏頃に遮光資材を設置することによりまし

て、双子果の発生リスクが高まるような温度か

ら花芽を守ることができたというふうに伺って

おります。 

  また、今年は佐藤錦の着果が不良な園地が多

くありましたが、前年に遮光資材を設置した園

地では他園地より着果が良好であったという声

もいただいております。 

  収穫期の効果といたしましては、遮光資材設
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置により、未設置時と比べ果実表面温度が５度

程度低下するとの県の調査結果がありまして、

猛暑下であってもうるみ果のような高温障害の

発生を抑えることができたというふうに考えて

おります。 

  そして、選果機の導入については、選果の効

率が上がることで収穫遅れを防ぐことに加えま

して、重量選別作業が単純化されるため、初め

て働きに来た方も作業が可能で、短期アルバイ

トなどの雇用労力も活用しやすくなったと伺っ

ております。 

  また、作業場の冷房施設の導入については、

選果場の気温が下がることで、収穫後の軟化と

いった品質低下が抑えられるとともに、選果の

作業効率が上がり、作業員からも大変好評で、

アルバイト雇用の確保にもつながるということ

を伺っております。 

  その他、白色反射シートや散水施設の導入等

についても、その高温対策効果によりまして結

実確保や品質保持等が図られているというとこ

ろでございます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 私も三泉地区に手伝いに行って

いるのですが、最初分からなかったのですけれ

ども、後から聞いたところによりますと、やは

り今まで使っていたポリシートとちょっと違う

やつを使ったということで、何か前から見ると

ちょっと曇っているような感じのシートでした

けれども、いや、非常に効果があったというよ

うな話でございました。 

  今後、生産者の高齢化、後継ぎ問題、雨よけ

ハウスの経年劣化等々で、さくらんぼ離れが加

速するような気配を感じます。本市のさくらん

ぼのこれからについて見解をお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市のさくらんぼの将来的な見

通しについてどのように考えるかと御質問をい

ただきました。 

  近年の気候変動によりましてさくらんぼの生

育環境は変化して、これまでの栽培方法では収

穫量や品質の安定性を図ることが困難な状況と

なっております。 

  また、高齢化の進行による生産者数の減少や

後継者不足などの課題もあり、さくらんぼ生産

をめぐる前途は大変厳しいものがあるというふ

うに感じております。 

  昨年、さくらんぼにこだわったまちづくりを

推進するために、さくらんぼのまち寒河江推進

条例が制定されました。 

  この条例においては、市の特産品であるさく

らんぼを市民の誇りと位置づけ、生産者、事業

者、市民及び市が、それぞれの役割に応じた取

組に努めるとともに相互に連携協力すること等

を規定し、さくらんぼを核としたまちづくりを

さらに推進し、未来へ継承していくこととされ

ております。 

  本市の将来のまちづくりを見据えたとき、さ

くらんぼはなくてはならないものだと考えます。

そのさくらんぼを将来にわたって安定的に栽培

を可能とするため、先ほども申し上げました高

温対策等を引き続き推進していくとともに、気

候変動に負けない品種への改良、栽培技術の見

直しや土壌改良による保水力向上、収穫・出荷

の効率化などの対策を進めていく必要があると

考えております。 

  あわせまして、高齢化した既存の担い手から

次世代へと円滑に引き継ぐ仕組みづくりも重要

であり、喫緊の課題であると認識しております。

こうした課題を解決するため、国や県、ＪＡ等

農業関係団体など、各方面との連携した取組を

進めていく必要があると考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 市長は、いろいろな対策という

か将来を考えているということでございますの

で、それには本当に感謝したいと思います。 

  この頃テレビ等を見ていますと、この温暖化
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で、今まで山形ではさくらんぼを大々的に作っ

てきたわけですけれども、何かバナナを作って

いるとかレモンを作っているなんていう話をよ

く聞くようになったのです。 

  何か山形県も、さくらんぼは生かしていかな

くてはいけないのでしょうけれども、そういう

大きな転換口も模索していかないといけないの

かみたいなことを感じていますので、よろしく

お願いしたいと思います。 

  本県の梅雨入りが６月14日頃で梅雨明けが７

月18日頃との発表がありましたが、その間の雨

量は微々たるもので平年の３割程度との報道が

ありましたが、梅雨明け後も雨は一滴も降らな

いといった状況でございました。葉っぱが黄ば

んで落ちている。これはさくらんぼばかりでは

なく、いろんな秋の果物、野菜にも大きな影響

を与えているようです。 

  水分が不足しているのは分かっているのです

から、人工的に水をまく等の手段を講じなけれ

ば、野菜は一年物ですから来年に持ち越すこと

はないと思いますが、さくらんぼや果物につい

ては来年に大きな影響を与えるのではと素人の

私ですら考えますので、当局の生産者への指導

をお願いしたいと思います。 

  次に、これから始まる秋の農作物、主に米、

ブドウ、リンゴ、ラ・フランス等の作柄につい

てどういう状況か伺いたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 今年の秋の農作物の作柄につい

てということでございますが、まず、米の作柄

につきましては、市政の概況でも触れさせてい

ただきましたが、県によりますと、はえぬきの

穂の数は平年比92と少なく、１本の稲穂につく

もみの数は平年比107とやや多く、全体のもみ

数はやや少ないということになっております。 

  また、つや姫の穂の数は平年比94と少なく、

１本当たりのもみの数は平年比106と多く、全

体のもみ数は平年並みというふうになっており

ます。 

  また、雪若丸の穂の数は平年比91と少なく、

１本当たりのもみの数は平年比107とやや多い

ものの、全体のもみ数はやや少ないということ

になっております。 

  全体的に高温の影響によりまして、米粒に亀

裂が入ったり白く濁って見えるなど品質の低下

が懸念されておりますが、生育状況、収穫量と

もに平年並みを見込んでいるということであり

ます。 

  また、果樹の作柄について県やＪＡからの情

報により申し上げたいと思います。 

  初めに、ブドウの作柄につきまして申し上げ

ます。 

  デラウェアは１本当たりの房の数が平年より

多く、一房当たりの重量も大きい傾向にあるも

のの、樹木への負担が大きく着色の遅れがあっ

たということのようです。シャインマスカット

は、実の生育が進まず、前年より小さいという

ような状況だそうです。 

  次に、リンゴの作柄について申し上げます。 

  つがるの実の生育は前年より小さく、一部日

焼けも発生しております。また、ふじの実の生

育も進まず、前年より小さいものの、実のつき

は問題ないということであります。 

  最後に、ラ・フランスの作柄について申し上

げます。 

  実の生育が進まず、前年より小さい状況にあ

り、日照時間が多く気温も高く経過しているこ

とから、果実内部の進みは遅い状況となってお

ります。 

  いずれの農作物もこれまでの高温少雨の影響

があるようですが、今後における肥培管理が重

要となりますので、適期内収穫に努めていただ

きまして、実りの秋となりますよう期待してい

るところでございます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 どうもありがとうございます。 
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  素人の私の目から見ましても、米に関しては

米面がいいように思えるのですが、米を多く作

っている専業農家さんにお聞きしますと、田植

え後の低温が品質に影響しないか心配だとのお

話でした。先ほど市長からありましたように、

県の見解は平年並みということで安心したとこ

ろでございます。 

  果物につきましても、ブドウの品種の色物に

ついては色つきが遅れているが、リンゴ、ラ・

フランスともほぼ順調に進んでいるのではとの

見解でございました。 

  これから台風の季節を迎え、油断は禁物です。

秋の農産物に関しては、大豊作、収益増を願っ

て、農家の方がよかったなと感じるような１年

となってくれるよう御祈念申し上げ、私の一般

質問を終わります。ありがとうございました。 

 

後藤健一郎議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号３番について、16番後

藤健一郎議員。 

○後藤健一郎議員 おはようございます。壮風会

の後藤健一郎です。どうぞよろしくお願いいた

します。 

  第２次ベビーブームと高度経済成長期の日本

では、道路、上下水道などのインフラ系、学校

や庁舎などの建築物系と、多くの公共施設が全

国で一斉に整備されました。それらはこれまで

私たちの暮らしを支えてきましたが、今まさに

老朽化し、一斉に更新の時期を迎えております。 

  寒河江に限らず、全国的に急速な人口減少、

少子高齢化が進んでおり、更新、維持管理コス

トの増大が予想される公共施設をこのまま維持

することが難しくなることは明らかです。 

  公共施設の更新費用は自治体財政が抱える時

限爆弾とも言われ、一度に更新することは不可

能であり、財政負担を軽減、平準化するため、

国は各自治体に計画策定を求め、本市でも公共

施設等総合管理計画、個別施設計画を定めまし

た。 

  しかし、平成28年の計画策定から10年ほどた

った今、県立病院との総合病院建設や統合中学

校など、ここ数年で大規模な案件が相次ぎ、計

画に変化が生じております。 

  また、先ほど太田議員の一般質問にもありま

したが、連日のように流れていた全国各地の上

下水道の事故報道などから、市民の不安も高ま

っております。 

  限られた財源で公共施設をどこまで維持し、

どこを縮減、再配置していくのか、その判断は

非常に困難である上、その判断を市民の皆さん

に説明することも、市民の皆さんの理解と納得

を得ながら進めることも、大変な時間を要する

と私は考えております。 

  公共施設マネジメントは非常に大きなテーマ

で、時間が幾らあっても足りないところではあ

りますが、直近で市民から寄せられた不安に関

するインフラ系公共施設の維持管理、そして、

説明や理解に時間を要すると思われる建築物系

公共施設の計画の進め方についての２点に絞っ

て今回は質問させていただきます。 

  最初に、１冊本を御紹介させていただきたい

と思います。 

  こちらは寒河江市立図書館の蔵書で、私、二、

三回借りておりますけれども、こちらは2011年

に発行された「朽ちるインフラ」という本で、

著者の根本氏は東洋大学大学院経済学研究科教

授で、東洋大学公民連携研究センター長も務め

ております。 

  14年前の書籍ですので古くはなっております

が、筆者の解析だけではなく、更新費用の計算

方法や各自治体の老朽化対策の実践例なども掲

載されております。ぜひ興味を持たれた方は、

今日この一般質問を終わってお昼にでも、私、

市立図書館に返却してきますので、ぜひ借りて

読んでいただければと思います。 
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  この本の一番最初のページ、冒頭、プロロー

グにこのようなことが書いてあります。 

  2012年、公共施設、道路、上下水道などの社

会資本が著しく老朽化しているというデータが

各省から発表された。だが、与野党幹部も地方

の首長も、対策は過剰かつ非現実だと批判した。 

  2020年、近畿地方で建設後50年たった橋が崩

落、九州では老朽化した水道管が破裂、地下に

空洞をつくり地面が陥没したため、通行中の車

両がのみ込まれ死亡事故が起きた。 

  この後は割愛しますが、全てにおいて手後れ

になり、国も地方も財政悪化、最終的には日本

経済は復活できず、外国の一部になってしまう

という最悪の結末まで書いてあり、以上はフィ

クションだが、何もしなければノンフィクショ

ンになるだろうという言葉で、このプロローグ

が締めくくられております。 

  さて、この本が発行されて14年たった今、似

たような事故が起こっております。このプロロ

ーグをノンフィクションにしないためにも、公

共施設の再整備にしっかりと取り組まなければ

ならないと改めて感じた次第です。 

  そこで、通告番号３番、公共施設マネジメン

トについてであります。 

  まずは、インフラ系の公共施設について伺い

ます。 

  今年１月、埼玉県八潮市で下水道が原因の道

路陥没事故が起き、市民の方から寒河江の下水

道は大丈夫かという声が寄せられました。 

  そのたびに私も説明しておりましたが、市長

から市民の皆さんへ直接発信していただきたい

と思い、今回伺おうと思っておりましたが、さ

きの太田議員の一般質問でその点については答

弁いただいておりますので、インフラ系公共施

設に関しては、下水道については１点だけ、そ

して、道路について伺いたいと思います。 

  まず、下水道についてです。 

  寒河江市民に上下水道サービスを持続的に提

供していくためには、新しく環境を整備するこ

とや現施設の耐震化・老朽化対策が不可欠です。

しかしながら、上下水道料金の値上げにつなが

りかねませんので、できるだけ更新は費用を抑

えながら、計画的に行っていかなければなりま

せん。 

  寒河江市下水道経営戦略の老朽化対策の項目

を見ますと、点検調査は、老朽管渠95.6キロメ

ートルのうち12キロ程度を対象に令和17年度ま

で実施する計画で、事業費は７億9,000万円を

見込んでいると記載してあります。 

  一方、八潮市の事故を受けて、事故につなが

り得る下水管を2030年度までに修繕するとした

国土強靱化計画2025が今年６月に閣議決定され

るなど、国では下水管整備に関して財政支援の

動きもあります。 

  寒河江市の現在の下水道が今回の補助対象に

なるかは分かりませんが、今後、有利な補助や

起債があれば積極的に活用して更新等を行って

いくべきと考えますが、市長の見解を伺います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 下水道の維持管理に対する考え

方について、後藤議員から御質問いただきまし

たのでお答えさせていただきます。 

  本市の下水道管は昭和52年に事業認可を得て

整備を開始し、令和６年度末までに総延長約

209キロメートルを敷設しております。下水道

未普及地域の整備も大詰めを迎えまして、いよ

いよ西根地区等の一部を残すのみとなっており

ます。今後は敷設した下水道管の耐震化や改築

・更新など、維持管理に重点を置いた整備へ移

行することとなります。 

  本市における下水道管の改築や更新について

ですが、今年度、中長期的な下水道管の状態を

予測し、維持管理や更新等を一体的に捉え、計

画的、効率的に管理することを目的としました

下水道管路施設ストックマネジメント基本計画

を策定いたします。この計画をベースにしなが
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ら、点検や調査の結果などを踏まえ、計画的、

効率的な維持管理を適切に実施してまいりたい

と考えております。 

  議員から発言をいただきましたが、国の財政

支援につきましては、大口径の下水道施設の調

査と修繕が対象となっているということでござ

います。本市の下水道施設は対象となりません

が、調査や更新等には本市でも多くの費用が必

要となりますので、現在、法令で定められた調

査点検や修繕及び更新事業に活用している社会

資本整備事業総合交付金、これを引き続き活用

するとともに、今後、新たな国の財政支援等の

動きにも注視しまして、活用できるものは最大

限に活用してまいりたいと考えております。 

  また、下水道管の更新と耐震化について一体

的に行うなど、効率的な整備についても検討し

てまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 分かりました。そうですよね。

今回もやはり大口径の下水管ということでした

ので、私も寒河江は補助対象にはならないだろ

うとは思っておりましたが、こういった事故が

全国で起きておりますので、国のほうでも新た

な補助金とかという多分動きもあると思います

ので、ぜひそういった動きに関しては注視して

いただいて、できるだけ有利なものを使いなが

ら整備をしていっていただければと思います。 

  次に、道路の維持管理について伺います。 

  寒河江道路舗装長寿命化修繕計画を見ますと、

寒河江市が管理する道路の総延長は317キロで、

そのうち95.3％が舗装道路とのことでした。舗

装道路は、経年劣化に加え、交通量の増加によ

り損傷が進行していきますけれども、こちらも

同様、限られた予算で安全快適な道路通行を確

保していかなければならず、これまで以上に効

果的、効率的に維持管理を行うことが求められ

ております。 

  計画を見ますと、壊れたら直す事後保全型か

ら予防保全型修繕に移行していくとしており、

事後保全型から予防保全型へ移行した場合、30

年間で累計修繕費が５割削減できるという試算

も掲載されておりました。 

  そこで、まず、市道の予防保全、道路舗装の

長寿命化に向けて、現在どのような取組を行っ

ているか伺います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市道の予防保全、道路舗装の長

寿命化についてお答えさせていただきます。 

  市道のパトロールや定期点検については建設

管理専門員が日常的に行っておりまして、その

際に道路上の小規模な損傷箇所などを発見した

場合には、その場で補修作業を行っているとい

うところでございます。 

  道路舗装の長寿命化に向けた取組につきまし

ては、ひび割れ、わだち掘れ、路面の平たん性

などの路面の状態を定量的に把握するための路

面性状調査を行った上で、道路の劣化度合いや

健全性の診断を行いまして、管理目標と道路の

特性に応じた管理水準を設定し、計画的、効率

的に補修を実施するために策定しました寒河江

市道路舗装長寿命化修繕計画に基づきまして、

健全性の低い路線から順に計画的に舗装整備工

事を行っているところでございます。 

  この計画については５年ごとに見直しをする

ということとなっております。今年度が見直し

の年となっておりますので、改めて市道の現状

を調査し、これまでの補修履歴等を反映させた

上で、現在、道路舗装長寿命化計画の更新作業

を行っているというところでございます。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 分かりました。継続的な舗装

の点検としては専門員の方が、要はパトロール

をして発見したら補修していくということでご

ざいました。 

  ただ、私たち議会をやっていると、市道の不

具合による自動車の修理という、主に穴ぼこに
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はまったというような専決処分が議会には度々

出てきます。 

  市道の総延長に対して、道路の専門員のパト

ロールする方が不足しているのではないかと思

いますけれども、パトロールの体制について伺

います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現在、道路や公園等のパトロー

ルを専門的に行っております建設管理専門員に

つきましては、４月から11月までの８か月間、

３名の会計年度任用職員を雇用しているところ

であります。 

  令和元年度までは２名体制でありましたが、

パトロール体制を強化するため、令和２年度か

ら１名増員しまして３名体制というふうにして

おります。 

  業務としては、道路の損傷箇所の簡易的な補

修のほか、街路樹、公園の樹木の剪定や除草作

業など、これについても行っております。 

  市道延長については、新たな住宅地の造成な

どによりまして今後も延びていくことが予想さ

れるため、市道の適切なパトロールが図られる

よう、適宜、人員体制の検討を図ってまいりた

いと考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 今、道路のパトロールが２名

から３名に１名増員して当たっているというこ

とではございましたが、３名で約300キロの市

道を常に不備なく巡回するというのは、なかな

か私はちょっと人の目が足りない、難しいこと

ではないかなと思っております。 

  現在、自治体の点検、巡回を補完する形で、

市民による道路損傷の通報システムを導入し、

うまく機能している事例が全国に多々あります。

例えば、23の自治体で導入しているＭｙ Ｃｉ

ｔｙ Ｒｅｐｏｒｔ ｆｏｒ ｃｉｔｉｚｅｎ

ｚというスマホのアプリのレビューを見ますと、

道路の舗装や側溝、カーブミラーの破損、街路

樹や公園の不具合、ごみなどの不法投棄を発見

した際、ＧＰＳと写真・説明をセットで送信可

能で、投稿が地図上にマッピングされ、行政が

効率的に処理できるとのことでした。 

  また、手軽に通報できるよう、市の公式ＬＩ

ＮＥに道路の通報システムを組み込んでいる自

治体も複数ございました。 

  私自身、豪雨で河川が越水しようとしていた

のを通報した際や台風で街路樹が倒れているの

を発見した際、これはもう市では把握している

だろうか、災害時に何より貴重な担当課の人員

というリソースを、無駄にこの電話でしていな

いかなと悩みながら連絡したことがあります。 

  システムの導入により、パトロール員の何百

倍もの人の目により早期発見できるほか、通報

が目に見えれば、同様の電話で一番大事な担当

課の人員を割くということも減るのではないか

というふうなメリットがあると思います。 

  また、調べたところ、デジ田のメニューブッ

クには、奈良県奈良市「ＧＩＳを活用した道路

損傷等通報システムの構築・運用」という同様

の取組も載っておりました。 

  寒河江市でもこういったシステムの導入を検

討してはどうかと思いますが、見解を伺います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現在、道路の舗装や側溝の破損

など異常が見つかった場合の通報手段につきま

しては、市民の方や町会長から直接市役所に出

向いていただいたり、電話での連絡といったこ

とが主となっております。まれに、メールでの

通報でありますとか国土交通省の道路緊急ダイ

ヤル＃9910といった番号を使っての通報なども

ございます。 

  議員がおっしゃるとおり、スマートフォンを

使用した通報手段により通報が気軽にできて、

かつ場所や状況が詳細に分かれば迅速な対応も

可能になるのではないかと考えます。 

  市のデジタル戦略計画に、市民が来庁を必要
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としない市役所環境の整備推進の１つとしまし

て掲げておりますので、道路維持管理における

ＤＸを推進するために、他自治体の導入状況と

か活用状況なども参考にしながら、どのような

システムであれば通報しやすいかといったよう

な視点も含めまして、導入を検討してまいりた

いと考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 検討いただくということで、

ありがとうございます。 

  やはりどういったシステムにしても結局お金

がかかりますので、先ほど、デジ田のメニュー

ブックにこういうものがあったということは、

国のほうでももしかするとこういった補助があ

るかもしれませんので、できるだけいいものを、

財政的に負担の少ないものを使っていただいて、

そして、便利にしていただければなと思います。 

  私が調べたところ、近隣の自治体では、山形

市が市の公式ＬＩＮＥアカウントで道路の損傷

の通報を受け付けているようでした。 

  山形市のサイトを見ますと、９月１日清住４

号線側溝破損、現在対応中、８月22日見崎中野

線穴ぼこ、補修完了、吉原18号線支障木、現場

確認したところ既に伐採済みでしたといった受

付及びその対応まで掲載されており、これだと

通報した人も状況が分かりやすく、また、自分

が通報したことに自治体が素早く対応してくれ

ていると、また問題があったら通報しようとい

うような好循環にもなっていると思いますので、

ぜひそういったことも含めて御検討いただけれ

ばと思います。 

  次に、建築物系公共施設について伺います。 

  公共施設等総合管理計画によれば、本市の公

共施設の延べ床面積は約17万平方メートル、そ

の４割を学校教育系施設が占めております。 

  また、築30年以上の建物が全体の85.5％を占

め、西部・南部地区公民館、西根・白岩・高松

保育所、老人福祉センター、市民プールなどは

既に耐用年数を超えております。また、市役所

庁舎をはじめ、文化会館や中央公民館なども10

年以内に耐用年数を超えるとありました。 

  まず、その大前提として、ここから一般質問

の議論を進める上で確認したいのですけれども、

公共施設は今後縮減、私は縮減という言葉があ

まり好きではないので、市民の皆様との会話で

は縮充、縮小するけれども中身を充実させるの

だという意味の縮充という言葉をよく使うので

すけれども、齋藤市長は、今後、寒河江市の公

共施設を全てこのまま維持しよう、または維持

できるとお考えでしょうか。それとも、やはり

ある程度縮減、縮充させていくべきだと考えて

いらっしゃいますか。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 今後、本市の公共施設をこのま

まの規模で維持できると思うか、それとも、あ

る程度縮減させていくべきかというような御質

問をいただきました。 

  現在、本市の今後のまちづくりを推進するた

め、新たな振興計画の策定をはじめとしまして、

都市計画マスタープランの改定、立地適正化計

画の策定を進めているところでございます。 

  この検討の中でも、人口減少や少子高齢化が

進行する中で、将来にわたり行政サービスの提

供を確保していくためには、既存の公共施設の

縮減や都市機能の集約、いわゆるコンパクトシ

ティー化に取り組んでいく必要があるというふ

うに認識しているところでございます。 

  また、それぞれの公共施設における建設当時

の役割でありますとかコンセプトが、地域の実

情の変化でありますとか市民ニーズの多様化に

よりまして見直さなければならないものも少な

くないというふうに感じております。 

  これらのことを踏まえますと、現存する公共

施設を同規模のままで維持するということは難

しく、議員御指摘のように、規模を縮小しなが

らも機能を充実していく、例えば同様の機能を
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持つ施設の集約化を図るといった施設総量の最

適化といったことを進めていく必要があるとい

うふうに認識しております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 よかったです。このままここ

でそうではないと思われると、一般質問もなか

なか進めづらいところではあったのですが、同

じような方向性で市長も考えていらっしゃると

いうことで、さらに議論のほうを進めさせてい

ただきたいと思うのですけれども。 

  今後やはり機能の充実、縮充が必要であると

いうふうに考えるならば、現施設の維持管理、

更新費用には年平均これぐらいかかると。それ

から、人口動態が例えば減るということが分か

っていれば、今後はここまでしか費用はかけら

れない。よって、公共施設の総量や延べ床面積

をここぐらいまでに抑えなくてはいけないから、

統廃合や削減をしなくてはいけないというよう

に、その詳細な現状把握と具体的な数値目標を

定めていかないと進めることはできないと私は

思います。 

  例えば、滋賀県米原市のサイトには、施設の

統合や廃止により、令和18年度までに延べ床面

積約６万平方メートル削減を目標としますと書

いてありました。 

  長野県中野市では、将来にわたり必要な市民

サービスを持続的に提供していくため、10年間

で延べ床面積20％縮減に向けて取組を行うと記

載してありました。 

  また、大分県日田市のサイトを見ますと、目

標は10年間で18.4％削減、令和５年度の削減率

は8.4％でしたという途中報告をしている市も

ございました。 

  このように公共施設の統廃合や削減に取り組

んでいる市では、具体的な削減目標数値を示し

ているようですが、本市では、現施設の更新費

用を把握し、削減目標を定めているのか伺いま

す。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 施設の更新費用につきましては、

昨年度末に策定しました公共施設等総合管理計

画で、総務省による施設の維持管理更新等に係

る経費の算定方法に基づきまして、施設の種別

や延べ床面積等から算出した維持管理、改修、

更新等の経費の見込額を掲載しております。 

  具体的には見込額というのは、今後30年間で

耐用年数どおりに維持管理等を行った場合に

782億5,400万円かかるといったものでございま

す。ただ、これらの経費を勘案した削減目標と

いったものは定めていないというような状況で

あります。 

  他市の例などを見ますと、削減目標は将来の

人口減に合わせて言わば機械的に設けるといっ

たところもありますが、公共施設は地域コミュ

ニティーの持続性を支える役割が求められると

いうふうに考えます。地域の均衡ある発展とい

う視点に立って、地域からの声も十分に踏まえ

ながら、施設総量の縮減を目指してまいりたい

と考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 30年で782億円、このままだ

とかかるということで、この額はさすがにかけ

られないよねということで、総合施設管理計画

及び個別施設計画等でそこからどのように集約

していくのかと、こういうことになるかと思い

ます。 

  こちらは、個別施設計画の概要版の抜粋のペ

ージです。（資料を示す） 

  この下から２番目、３番目ですかね、オレン

ジ色の一番上のところに廃止という項目がある

のですが、現時点で５施設しかこの廃止のとこ

ろにはありませんし、その中の施設についても、

ちょっと地域の方からお話があり、もしくは防

災上これはどうなのだということで、また代替

の検討がなっているなどという施設もあります

ので、これだけ施設がたくさん書いてあります



 - 45 - 

が、現時点で廃止対象というのは４つだけにな

っております。 

  それ以外の施設を維持、改修、統合、建て替

えするというのは、多分先ほどの金額にほぼ同

じことになると思いますので、やはりこれは難

しいのではないかと思います。 

  学校教育系施設が４割を占めておりまして、

今、学校の統廃合を進めていますので、これに

よって大きく変わるというのは承知をしており

ますけれども、個別施設の維持改修の方向性、

見直し等について、市長の見解をお伺いいたし

ます。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 個別施設の維持改修の方向性に

ついて、現時点では、個別施設計画にお示しし

ている整備方針として整理させていただいてお

りますが、これから統合中学校や西村山の新病

院の建設整備が進められていく中で、また、今

後小学校の統合が進む中で、既存施設の廃止が

進む可能性もあろうかというふうに考えており

ます。 

  個別施設計画は５年ごと、また状況に応じて

随時見直しを図るというふうにしておりますの

で、学校施設整備計画や新病院整備の進展等に

合わせまして、将来的に維持可能な公共施設の

整備や配置が図れるよう、適宜見直しを図って

まいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 分かりました。適宜、そうで

すね。この一番下に、５年ごとに計画の見直し

を行いますが、社会情勢の変化や財政状況、関

連する計画の策定や改定に合わせ、必要に応じ

て見直しを図りますということでしたので、そ

の４割という、もうほぼほぼ半分ぐらいの学校

のほうが決まらないと、多分ほかの施設のほう

もなかなか決められないというのが現状かと思

います。 

  そちらのほうも随時決まっていって、このよ

うにするという方向になったときには多分、今

は施設がたくさんありますけれども、その中で

これとこれをこうする、もしくはこの施設はこ

のまま使うとかという見直しが行われると思い

ますので、それはもう適時行っていただきたい

と思います。 

  そして、地域についても適正に配置をしてい

くということでありましたが、よく私、お話い

ただくのは、中部小学区は人口が一番寒河江市

内で多いところではあるのですが、学校以外の

公共施設は中部小学区にはないという話をいた

だきます。いわゆる地区の体育館とかもござい

ませんし、何とか会館とか、もしくは何とかセ

ンターというのは、これだけ人がいる真ん中の

場所なのですが、中部小学校にはないと。 

  ただ、中部小学区以外の方から見ると、いや

中部小学校はいろいろなものがあるじゃないか

というお話をされるかと思うのですが、公共施

設という切り口で見ますと、中部小学区には学

校以外はないというような状況でありますので、

そういった地域に関してのバランスというのも

今後ぜひ見ていただきたいなと思います。 

  ただ、今後進めていく上で、これは私の私見

ではありますけれども、どんなに説明を尽くし

ても、住民の方100％がもろ手を挙げて賛成と

いうのはなかなか難しいことだと思います。 

  しかし、こうしたいという主張、こうしなけ

ればならないという理由、そしてそれを裏づけ

る具体的なデータ、この３点セットで皆さんに

説明すれば、より多くの方から共感いただける

かと思います。 

  今回、ほかの自治体の公共施設マネジメント

についていろいろと調べさせていただきました。

その中で非常に分かりやすいと思ったのが、こ

ちらの東京都府中市の「公共施設の危機を乗り

越えるために」という市民に対しての説明資料

でございました。（資料を示す）これは漫画等

も入っていて非常に分かりやすくできていると
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思いました。 

  こちらはその中から抜粋して拡大したものな

のですけれども、なぜ今危機的状況なのか、財

政はどういう状況なのか、そして、今後どのよ

うにしていきたいのかというのが非常に分かり

やすくまとまっております。 

  先ほどから申し上げているとおり、公共施設

の維持管理、そして更新するには多額の費用が

必要であります。市民の皆様の理解を得ないと

進められないと思いますので、こういった分か

りやすい資料等を皆様にはお伝えしていってい

ただきたいと思うところであります。 

  維持管理費、更新費に関してですけれども、

財政の中の基金、基金の中の市有施設整備基金

がまずその財源として充てられると思いますけ

れども、令和元年度末に5.9億円だったところ、

令和５年度末では16億3,500万円と順調に積み

増しを図っております。 

  しかし、今定例会で示されている令和６年度

末時点での基金状況を見たところ、令和５年末

とほぼ変わらない数字でありました。 

  借金を返済しながら行政サービスを充実させ、

なおかつ貯金をするというのは非常に難しいこ

とは重々承知をしておりますが、目前の統合病

院や統合中学校の建設、そして、今後予定され

ている統合小学校を考えただけでも現状の基金

では不安があり、また、今後ほかにも建設、維

持、改修が必要だと分かっている以上、市民か

ら負託を受けている私たちは、そのとき何とか

なる、そのとき何とかすると無責任なことを言

うことはできません。 

  家計でもそうですが、月末に余裕があったら

貯金するではなかなか貯金できないのが現実で

あります。今後、市有施設整備基金へ予算時か

ら積み増しを検討すべきと思いますが、市長の

見解を伺います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市有施設整備基金につきまして

は、ただいま後藤議員からもありましたとおり、

大規模な市有施設の建設及び改修の資金に充て

るため平成22年３月に創設しまして、市有施設

の整備改修に伴う財源の平準化に向けた取組を

進めてきたところであります。 

  基金残高の状況は、10年前の平成27年度末に

１億円を超えまして、令和６年度末には新第６

次寒河江市振興計画の中で目標と設定してきま

した15億円を超える約16億3,500万円となって

いるところでございます。 

  また、同様に、財源の平準化により財政の安

定を図る目的を持った基金といたしましては、

年度間の財源調整等を目的とした財政調整基金

と、公債費負担の平準化を目的とした減債基金

が設置されております。 

  市有施設整備基金とこれら２つの基金合計残

高について、令和６年度は約３億円、３億582

万5,000円を積み増ししまして、約43億7,800万

円となったところでございます。 

  また、いわゆるふるさと納税を財源としまし

たまちづくり基金、これは約47億6,000万円ご

ざいますが、これについても必要に応じて活用

しながら、健全で持続可能な財政運営を図って

まいりたいと考えております。 

  これから新たな中学校など多額の整備費用が

見込まれる施設整備のため、国の補助金や地方

債などに加えて、これら３つの基金を貴重な財

源として活用してまいりたいと考えるところで

ございます。 

  予算編成時から市有施設整備基金への積み増

しを検討してはどうかというような御提言でご

ざいますが、当初予算の編成におきましては、

市税や地方交付税等の歳入予算の過大な見積り

というのは、財政運営において大きな支障があ

るということから、毎年、歳出予算に見合う一

般財源確保に苦慮しているところでございます。 

  このような中で、令和７年度当初予算では財

政調整基金からの繰入金が４億円、市債を約14
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億2,000万円計上して、不足する財源を確保し

た上で予算編成しております。市有施設整備基

金も含め、財源のめどがない基金への積立金に

係る当初での予算化というのは、非常にハード

ルが高いものというふうに考えております。 

  しかしながら、今後の公共施設の更新であり

ますとか大規模改修を見据えまして、財源の確

保が非常に大きな課題であるということについ

ては認識を同じくしているところでございます

ので、税収や地方税の動向、歳出決算見込み等

の状況を踏まえ、３月定例会等において、市有

施設整備基金等の基金への積立金に係る補正予

算を編成できるよう、財源確保と歳出削減も含

めて努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 分かりました。なかなか私も

これは難しいだろうなというふうに思ってはい

たところですが、もうこの後これぐらいお金が

かかると分かっているのであればやはり備えて

いかなくてはならないと思っております。 

  まちづくり基金、今47億ほどあるということ

で非常にありがたいことだなと思うのですけれ

ども、他の自治体でもありましたが、あまりに

もふるさと納税を当てにしてしまうと、問題が

あったときに、やろうと思ったことができなく

なるという自治体があったようですけれども、

今回も例えばさくらんぼが物すごく不作である

というのが何年も続いた、もしくはお米の高温

障害が続いて思うように量が取れなかったとな

った場合、結局、出すものがないと寄附のほう

もいただけないということが今後もやはり考え

得ると思いますので、寄附金はあくまでも寄附

金、そして、それを積み立てるまちづくり基金

のほうはあくまでも寄附に基づいた基金であり

ますので、これは過度に依存せずに、やはり私

たちの努力で市有施設整備基金等を積み増して

いただければと思います。 

  最後になりますが、建築物系公共施設更新実

施の具体的なロードマップについて伺います。 

  先ほどから何度か申し上げていますが、公共

施設の更新や統廃合というのは、市民の皆さん

の生活に密接に関わる問題です。市民の皆さん

に理解していただくためにも、目に見えるある

いは想像できるように具体的にお示しをし、丁

寧に進めていかなくてはならないと思いますが、

ここまで一般質問で申し上げた市全体での延床

面積の削減目標とか個別施設計画の見直しとか、

そういったものを含めて具体的なタイムスケジ

ュールといいますか、具体的に進める上でのロ

ードマップをどのように考えているかお聞かせ

ください。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 建築物系公共施設整備実施の具

体的なロードマップについてということですが、

公共施設の整備実施については、市民サービス

の質を維持しながら本市に見合った施設規模が

不可欠であり、単なる施設の削減ではなくて、

市民の生活の質を維持する見直しが必要である

というふうに考えております。 

  公共施設等総合管理計画・個別施設計画では、

将来の整備方針、維持管理、廃止、統合、縮小

といったことを明示しておりますが、この整備

方針は、本市の上位計画であります振興計画や

都市計画マスタープラン、学校施設整備計画、

立地適正化計画など関連する計画と整合を図っ

ていくものであります。 

  これら上位計画等のほとんどについて、現在

策定や改定を進めておりますが、いずれも10年

ないし20年先を見据え、持続可能なまちづくり

のビジョンを描き、これに向かって計画づくり

を進めているというものであります。 

  公共施設等総合管理計画・個別施設計画の改

定は、原則、総合管理計画は10年、個別施設計

画は５年ごとに実施してまいりますが、状況に

応じて変更するケースも想定しておりますので、
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持続可能なまちづくりを目指す上位計画との整

合を図りながら、適宜、公共施設の更新や統廃

合を進めてまいりたいと考えております。 

  いずれにしても、公共施設の更新や統廃合に

関わる計画変更となる際には、市民の皆様の理

解が深まるよう、市役所内での検討だけではな

くて、市民参加型の検討の場、ワークショップ

のような場でありますが、こういった場であり

ますとか市民説明会の開催、そして、検討内容

の情報発信など丁寧に進めてまいりたいという

ふうに考えております。 

○柏倉信一議長 後藤議員。 

○後藤健一郎議員 分かりました。 

  先ほども申し上げたとおりなのですけれども、

やはり市民の方が分かる、理解する、そして、

そうかと納得するまでには非常に時間がかかる

ところだと思いますので、できるだけ具体的に

進めていただかないと、総合ではなくて個別的

な話になりますけれども、私もやはり市民の方

から、「いや、あそこさ、中学校できるの」と

か「何、あそこさ、病院できるの」と。やはり

今まで見えていなかったものがいきなりここに

なりましたよという話になると、えっという声

が大きく、そこでやはり要らぬあつれきといい

ますか、いろんな問題とかも出てくると思いま

すので、できるだけ市民の皆さんに分かりやす

いように具体的に進めていただければと思いま

す。 

  私の住んでいる家も40年ほどたっております

ので、毎年あちこち修理をしております。個人

のうちなので修理してもたかが知れているので

すけれども、さきの臨時会で提案された文化セ

ンター事務室の空調機更新は490万円の予算が

組まれました。 

  先ほど述べたとおり、市内公共施設は一様に

老朽化しておりますので、文化センターの空調

機だけが特別ということではなくて、今後もこ

のような事態が市内公共施設で度々発生するの

ではないかと私は思っております。 

  その際に必要になるのが、具体的なタイムス

ケジュールやロードマップだと思っております。

あと何年でこの施設が更新になるから、例えば

先ほど言った市有施設整備基金は何年後までは

これぐらい必要になるよねとか、この施設は何

年後に統合するから、壊れてもこれぐらいもた

せるレベルの修理にしようとか、もしくはこの

施設はまだまだその使用予定なので、根本的な

対策をするための予算を組もうとかという財政

の補修の判断材料になると思いますので、そう

いった点も含めてより具体的に、そして市民の

方が分かりやすく決定していただければと思い

ます。 

  最後になりますけれども、冒頭に、こちら

「朽ちるインフラ」という本を紹介させていた

だきましたが、冒頭ではこの本の一番最初のペ

ージを紹介させていただきました。 

  この本の一番最後のページを紹介して、私の

一般質問を閉じさせていただきたいと思います。 

  本書を最後までお読みいただいた方々、特に

首長、国会議員、地方議員、公務員など官の側

の方々にお願いしたいことがある。以下、端的

に示す。 

  第１に、数字を把握することなく、社会資本

老朽化問題を軽く見ないでほしい。誰であれ、

数字を見ればその深刻さは認識できるはずだ。 

  第２に、従来のしがらみや慣行をよりどころ

にしないでほしい。もし、それらが正しいもの

であるなら、そもそもこういう問題は発生して

いないはずだ。過去の方法に問題があったから

今表面化しているのだ。 

  第３に、個別最適化の行動を取らないでほし

い。必要なのは、地域全体、国全体を考えるこ

とだ。自分が関係する分野を優先することなら

誰でもできる。ましてや自分の雇用を守ること

を優先してはならない。納税者はそのような仕

事を皆さんに頼んではいない。 
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  第４に、市民や民間の知恵を軽視しないでほ

しい。足らざるを知ることで前進があるのだ。 

  第５に、自分の世代のためではなく、子供や

孫の世代のために行動してほしい。今この時点

から、全ての判断を子供や孫の世代のために行

うなら、世の中は確実に変わるだろう。 

  老朽化はいつの間にか忍び寄る緩やかな震災

である。東日本大震災による被害を二度と繰り

返してはならないと考えるならば、同じように、

老朽化という緩やかな震災にも対応すべきだ。 

  100％確実に発生が予見できるということは、

100％確実に避けることができるということ、

その知恵と力が日本人にないはずがない。 

  以上で一般質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。 

○柏倉信一議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時15分といたします。 

 休 憩 午前１１時０４分  

 再 開 午前１１時１５分  

○柏倉信一議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

 

太田陽子議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号４番から６番までにつ

いて、７番太田陽子議員。 

○太田陽子議員 おはようございます。日本共産

党の太田陽子です。 

  連日の暑さで電気代が心配でエアコンをつけ

られない高齢者が増えているということです。

熱中症になる方が多いのではないか。私のうち

の前もよく救急車が通るのですが、通れば熱中

症の搬送でないかなど心配になります。 

  物価高騰の中、生活が困窮している方が増え

ているのでないか。長い夏休みで空腹に耐えて

いる子供が増えていないかなど心配事が尽きま

せん。 

  ７月の消費者物価指数は3.1％の上昇で、８

か月連続で３％台の上昇だということです。食

料品の値上がりは、生鮮食品を除く食料は

8.3％の上昇でした。おととい、さきおととい

になりますか、９月１日のテレビで値上がりの

ラッシュだと報道しておりました。 

  石破総理降ろしなど自民党内での政争がテレ

ビをにぎわしていますが、今やるべきことは、

この生活困窮にあえぐ国民をすぐに救うことで

はないでしょうか。２万円をもらってもすぐに

なくなります。消費税の減税は５％で年間12万

円の減税になります。 

  選挙のときは、ほとんどの候補者が減税を言

っていました。所得が増える夏と、センセーシ

ョナルにポスターに書いていた候補者もいます。

朝晩、秋風が吹いても何も変わりません。かえ

って1,000品目を超える値上げが押し寄せてき

ました。私も買物には行くのですが、スーパー

に行くと、じわじわと値上げが迫っているのを

感じています。もう限界です。 

  冬のスローガンも用意していたようですが、

公約実現は政治家の仕事です。今の情勢は、野

党が手をつなげば臨時国会ですぐに通せる状況

です。すぐに救ってください。年金支給日のワ

イドショーは、高齢者の苦しさを訴えています。

年金だけで暮らせず、80歳で介護の仕事をして

いる人もいますが、みんなができることではあ

りません。 

  国民全体が憲法25条の精神の中、生き生きと

生きられるような議論にしたいと思います。私

は日本共産党とこの質問に関心を寄せてくださ

る市民を代表して質問いたします。誠意ある答

弁をお願いいたします。 

  今年の７月の参議院選挙の中でいろいろな問

題が浮き彫りになりました。一番は、排外主義

の台頭です。 

  知り合いの方からも、埼玉県の川口市のクル

ド人の問題を知っているかという問合せがあり

ました。自分の仕事の賃金が上がらないのは、
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クルド人のような外国人が単価を下げているか

らだということを綿々とお話しされました。 

  その問合せの後、私も川口市や蕨市の問題な

ど調べてみました。川口市にはクルド人が

3,000人ほど住んでいるということで、日本全

体を何とかできる人数ではありませんでした。

日本人がなかなかつきたがらないような仕事に

従事しているという記載もありました。 

  今、寒河江の現状を見ても、買物などに行く

とよく外国籍の方に会います。こんな田舎まで

普通に隣に住んでいる状況のようです。市内の

企業でも多くの外国人の方が働いている状況で

す。 

  ＳＮＳから垂れ流される陰謀論に踊らされ、

自分の今の生活が苦しいのを外国人のせいであ

ると問題を転嫁し、差別してしまうのです。差

別する心や陰謀論に加担してしまう心は誰でも

持っています。私は今まで障がい者の方と生活

をしてきましたが、私の中にもどきっとするよ

うな差別心があることに驚きながら、それを越

えてきました。 

  このような建設労働者の賃金が外国人によっ

て下げられると、どうして信じてしまうのか。

何かいい方法はないのか。いろいろ調べていく

うちに、通告番号４にあります公契約条例の制

定についてというのが、私の目に飛び込んでき

ました。 

  その中でも、今年、建設業者の倒産が戦後最

大になった、万博の建設業者への不払いの問題

など報道されています。売るものは全部売って、

あとは自分の命しかないということも新聞など

に載っていました。 

  地域の建設業界はどのようになっているのか。

自治体の発注する事業は、従事する労働者の賃

金が保障されているのかなどお伺いしたいと思

います。 

  本市の公共事業の入札の状況についてです。 

  市が発注する工事などの入札が行われる際、

発注者である市が定める予定価格において、人

件費相当は適切に積算されているのかお伺いし

ます。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 初めに、本市における入札の際

の予定価格において人件費相当分は適切に積算

されているかというような御質問をいただきま

した。 

  予定価格の設定に当たっては、発注内容が適

切に反映された仕様書等に基づいて、市場にお

ける労務及び資材などの実勢価格を適切に反映

させ、実際の施工に要する経費を適正に積算し、

設計金額を算出するというような必要がありま

す。 

  人件費相当分とされる労務費については、地

域に合わせた最新の設計労務単価等を反映する

とともに、見積り等の価格を積算に適用する場

合は、実勢価格が適切に反映さされているかど

うか十分に留意しておりますので、市の発注工

事等においては、人件費相当分の適切な積算が

確保されているものと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 公共事業においては、きちんと

人件費相当が積算されているというのが分かり

ました。 

  末端で働く労働者へ適切な人件費が今後とも、

12月から最低賃金の単価が上がるわけですが、

その後の積算についてもそういうことを十分配

慮し、また、熟練する職人さんやそういうこと

に対しては、職人さんを認めるような人件費相

当額を積算されるようによろしくお願いいたし

ます。 

  次に、請負業者が他の業者へ下請した場合、

その下請業者への賃金の保障などきちんと行わ

れていると思われますが、極端に低い価格での

入札であった場合の市の対応はどのようになっ

ているのかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 
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○齋藤真朗市長 公共工事等におきましては、公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律などの規定によりまして、低価格で入札し

業務を受注するダンピング受注の防止に努める

ことが求められているところでございます。 

  公共工事等におけるダンピング受注は、工事

の手抜き等を招くことにより、品質の低下や下

請業者へのしわ寄せ、従事する労働者の賃金、

その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等

につながるおそれがあります。そのことは地域

の建設業の健全な発展を阻害するものでありま

して、これを防止することは発注者である自治

体の責務とされております。 

  本市におきましては、ダンピング対策の１つ

としまして、低入札価格調査制度を導入してお

ります。これは、調査基準価格を下回る金額で

入札した場合、その価格で工事等の履行が確保

されるかどうか、業者に対し積算に関わる資料

の提出を求めまして、内容を調査し適正に履行

されると判断したときにのみ、落札者として決

定するというような仕組みであります。 

  加えて、下請対策ということになりますけれ

ども、寒河江市建設工事元請下請関係適正化指

導要綱といったものを定めておりまして、元請

との契約の際に、下請代金額や労働環境整備、

雇用管理体制等が適正なものとして実施される

よう書面をもって確認するなど、元請と下請と

の関係の適正化にも努めるところであります。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 下請の人にしわ寄せがないよう

に、きちんとそういうところは見ているという

ことで分かりました。 

  私の知り合いも、下請を受けるときに自分の

工賃が半額にされるというのですね。そういう

ことのないように、今後とも公共事業に関して

はきちんと見守りをしてほしいと思います。 

  （２）ですが、公共工事の公契約条例の制定

についてです。 

  公契約とは、国や地方自治体の事業（工事、

サービス、物品調達等）を民間企業に発注・委

託する際に結ぶ契約のことを公契約といいます。 

  公契約条例とは、自治体が発注する公共事業

・業務委託等に従事する者の賃金（報酬）下限

額を設定し、自治体・受注者の責任等を契約事

項に加えることを定めた条例をいいます。 

  今後、学校や病院、公共事業が多くなる中、

先ほども後藤議員からあったように、これから

公共事業が多くなります。地元の企業の経営の

安定や労働者の適正な賃金等労働条件で、生活

の安定につながる公契約条例の制定は考えられ

ないかどうかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 公契約条例というものは、自治

体が行う公共事業に関する契約、いわゆる公契

約に係る基本方針を定めまして、自治体と受注

者の責務を明らかにすることにより、公契約の

適正な履行及び労働者の適正な労働環境の確保

を図るという考え方で制定されるものと伺って

おります。 

  令和７年７月１日現在で、労働者に支払うべ

き賃金の一定額以上の支払いを規定する賃金条

項があるかないかにかかわらず、公契約条例を

制定している自治体は全国90の自治体というこ

とでありまして、山形県内では、山形県が平成

20年に賃金条項を持たない山形県公共調達基本

条例を制定している状況であります。 

  公契約条例の制定効果としましては、労働者

の良好な労働条件を確保することで労働者の意

欲向上が図られ、ひいては業務の適切な履行と

品質の確保が担保されるとともに、地域経済の

活性化にもつながるものというふうに考えてお

ります。 

  一方で、最少の経費で最大の効果を上げるよ

うにしなければならないとする地方自治法第２

条第14項の規定を踏まえまして、予算額や契約

額の上昇に対する費用対効果をどのように評価
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すべきかといったことや、労使間による賃金そ

の他労働契約との関係、最低賃金法との関係な

どもございますので、そういった法制面も含め

た問題でありますとか事業者側からの理解など、

整理すべき課題は少なくないのではないかなと

いうふうにも感じております。 

  市としましては、先ほどの答弁でも申し上げ

ました、低入札価格調査制度及び寒河江市建設

工事元請下請関係適正化指導要綱に基づきまし

て、今後とも適切な賃金と労働条件の確保に努

めるとともに、公契約条例の制定については、

県内自治体とも情報交換を図りながら、私ども

としても理解を深めてまいりたいと考えており

ます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 公契約条例は、適正な賃金と労

働条件で生活が安定、公正な競争機会で経営が

安定、ダンピング受注の排除などと、そうする

と、住民は公共事業の品質や住民サービスの質

の向上、地域経済の活性化、給料が上がれば税

金がいっぱい、税収が増えるのですね。住民の

定住化で、国には適正な契約手続や財政安定、

このように好循環をもたらすと言われています。

ぜひ制定を目指していただきたいと思います。 

  公契約は、建設関係のみならず、労務の遂行

もしくは提供という内容もあります。公務現場

では今、会計年度任用職員など非正規労働者が

増大しています。これは寒河江市でも同じこと

だと思います。公契約の条例制定は、公務現場

で働く全ての仲間の実態を解決するための運動

だとも思います。 

  また、条例制定は、地域の民間職場で働く労

働者の労働環境や賃金の引上げにも波及してい

くのではないでしょうか。 

  東京都立川市では、非正規公務員を対象に正

規職員採用試験を導入したということです。来

春に導入するということが報道されていました。 

  今、寒河江市の公務の現場を見ますと、とて

も人員不足でどこの課も大変な状態ではないで

しょうか。こういうことを、もう本当に公務の

現場にとってもよいことだと思います。ぜひ条

例の制定を望み、次の質問に入ります。 

  通告番号５、さがえっ子が健やかに成長する

ためにです。 

  ７月の参議院選挙で、子供１人10万円を支給

し、女性が子育てに専念できるようにと公約し

た政党がありました。その訴えは、独り親で頑

張って苦しい生活を支えている母親に届きまし

た。当然２人で働いていても、あと５万円くら

い収入があったらと思って子育てをしてきた私

としても、その立場だったら、すぐにでももら

えると思ったら期待したと思います。 

  その政党は、女性は大学など入学せず、高校

卒業後子供を産んで育て、子供がある程度大き

くなったら就職すれば優遇するということでし

た。しかし、途中で離婚したり、独り親になっ

たらなどをどういうふうに考えているのでしょ

うか。とても疑問です。 

  今、子供を産み育てることの困難を抱えてい

る人はどのくらいいるのでしょうか。独り親に

なればどうでしょう。罰のように自分の行動が

制限され、生きるため、生活のため、ダブルワ

ークやトリプルワークも当たり前。児童扶養手

当などやっと少し増えましたが、それでも足り

ないでしょう。 

  先ほども申しましたが、憲法25条の健康で文

化的な生活が送れるでしょうか。子供を産んだ

ことが罰のようにのしかかってきて、かわいい

と思えない人も多いのではないでしょうか。 

  今回、養育費をもらえない人についても月１

人２万円を支給するなどということが言われて

いますが、２万円で１人何ができるでしょうか。

何か２万円の呪縛でもあるのでしょうか。 

  少子化がこんなに社会問題になっている中、

子供を産み育てる環境を整えることが、本当に

公共の役割ではないでしょうか。社会が支える
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ことが今後とも重要になっていくのではないで

しょうか。 

  寒河江市では、給食費や副食費の無償化、保

育料の無償化など、子育て世代には大きな応援

になっています。いや、もっと今後ともいろい

ろな支援をしていくことが重要であると私は思

っています。 

  このような社会情勢の中、子供の貧困問題な

ど格差の拡大についての報道がされていますが、

さがえっ子の現状はどのようになっているのか

お伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市における低所得の子育て世

帯の状況についてということでございます。 

  子供の貧困につきましては、山形県が令和５

年12月15日から令和６年１月10日にかけて子供

の生活実態調査を行いまして、県全体の貧困率

等が公表されているところであります。 

  これは等価可処分所得ということで、世帯の

可処分所得を世帯人数の平方根で割った数値と

いうことでありまして、世帯人員の生活水準を

示す指標ということだそうです。 

  この等価可処分所得が貧困線である127万円

に満たない子供の割合は6.9％で、前回、平成

30年度の調査と比較して9.1ポイント低下して

いるということであります。 

  貧困率が低下した要因としましては、独り親

世帯の割合が前回より2.4ポイント下がりまし

て、また、保護者の正規雇用の割合が、父親が

3.2ポイント、母親が9.8ポイント増えたことか

ら、等価可処分所得の平均額が、前回と比べま

してプラス63万円となる304万円という平均額

に増加しまして、貧困率改善の要因になってい

るというふうに推測されております。 

  ただし、この県の調査では市町村ごとの数字

というものは示されておりませんので、本市と

しましては、市が行っている事業の数字から令

和元年度と現在の数値を比較して、貧困世帯の

増減を分析したところであります。 

  まず、認可保育施設を利用している就学前の

児童がいる世帯についてでありますが、子供の

父母の市民税額で保育料の負担区分を決定して

おりますので、令和元年度における市民税非課

税世帯は全体の8.9％でありました。これに対

しまして、令和７年度は6.4％と減少しておる

ところでございます。 

  また、県の保育料無償化に向けた段階的負担

軽減事業の対象となります世帯年収470万円未

満相当世帯の割合につきましては、令和元年度

が46.0％であったのに対しまして、令和７年度

は26.8％で、こちらも減少しているところであ

ります。 

  さらに、18歳未満の児童、障がい児につきま

しては、20歳未満の児童ということになります

が、これらの児童を養育している独り親世帯の

父母等に支給している児童扶養手当につきまし

ては、支給対象者本人と扶養義務者の所得制限

がございまして、所得額によって支給額が決定

されるというような仕組みになっております。 

  例えば２人扶養で本人所得額が284万円以上

の場合は全部停止というふうになりますが、こ

うした所得制限により全部停止されている方は、

令和元年度が全体の15.1％であったのに対しま

して、令和７年度は17.9％と増加しております。 

  これらの数値から見まして、本市において子

育て世帯の貧困世帯は、令和元年度と比較して

減少しているものと分析しているところであり

ます。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 数字的には検証して、貧困世帯

と言われる人が減少しているということが数字

的には明確になってきたと思われます。 

  また、日本の貧困は相対的貧困と言われて、

地域や社会で普通とされる生活が享受できない

状態で、所得でいえば単身者世帯では年間で

122万円以下が一つの目安とされています。 
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  子供の貧困は、子供が経済的困難と社会生活

に必要なものの欠乏状態に置かれ、発達の諸段

階における様々な機会が奪われた結果、人生全

体に影響を与えるほどの多くの不利を負ってし

まうことと定義されています。 

  子供の貧困は、経済的困難を中核にしながら

も、不十分な衣食住、適切なケアの欠如や虐待、

ネグレクト、文化的資源の不足、低学力、低学

歴、低い自己評価、不安定、不信感、孤立、排

除が複雑に絡み合っていて、大人になっても貧

困から脱出できなければそのまま引き継がれて

しまうということが多く問題になっているよう

です。 

  このような物価上昇に、今、賃金がついてい

っていない中、保育料などの無償化はよい施策

だと思います。今年度より３歳未満児の全ての

対象者の保育料が半額になったのも、子育て世

帯には大きな応援になっているのではないかと

思います。それが、先ほど市長がおっしゃった

数字に表れているのではないかと思います。今

後とも、子育て世帯に大きな応援を送っていた

だきたいと思います。 

  次は、家族との関係で、ヤングケアラーなど

の問題はどのようになっているのかお伺いいた

します。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 ヤングケアラーの問題について

でございますが、ヤングケアラーの存在は家庭

内の問題であるために表面化が難しく、支援が

必要であっても気づかれないことが多いという

のが現状でありまして、その対応には慎重さが

求められております。 

  ヤングケアラーの把握につきましては、要保

護児童対策地域協議会での情報共有であります

とか、学校における日頃からの子供との関わり

などから把握するよう努めてまいりましたが、

直接子供に状況を確認する機会というのはこれ

までございませんでした。 

  そこで、直接子供のヤングケアラーとは何か

といった周知でありますとかその状況確認を行

うために、こども家庭センターを設置した令和

６年度から、毎年１回、子供本人が回答する実

態調査、ヤングケアラー支援のためのアンケー

トというような名称ですけれども、これを行う

ことといたしております。 

  調査は、市内における小中学校の小学５年生

と６年生及び中学１年生から３年生までを対象

に、児童生徒用タブレットからのウェブアンケ

ート回答方式によりまして行って、回答は本人

を把握し、個別に対応ができるように、任意の

記名方式というふうにしております。 

  令和６年度のアンケート回答率ですけれども、

小学生が89.9％、中学生が78.2％で、そのうち

記名回答者は小学生が75.0％、中学生が51.6％

となっております。 

  ヤングケアラーという言葉をこれまでに聞い

たことがなくこのアンケートで知ったと回答し

た小学生が70.1％、中学生が55.5％ということ

でありましたから、実態調査の重要性といった

ものがうかがえるというふうに考えております。 

  調査実施に際しまして、ヤングケアラーの具

体例を分かりやすくイラストで示したチラシも

送付いたしましたが、困った際には子供が直接

連絡できるように、チラシ裏面にこども家庭セ

ンターの連絡先を記載しまして周知を図ってお

ります。 

  令和６年度のアンケートには、少ないながら

も、家の手伝いや家族の世話に時間を取られて

いる、自分の気持ちを聞いてほしいと思ってい

るなど、子供自身の主観的な回答が寄せられて

おりまして、この中から、記名回答者の中で実

態把握が必要な子供、中学生２名が該当しまし

たが、これについて生活等の客観的な実情の把

握を慎重に行いながら、支援対象であるかを判

断させていただきましたが、ヤングケアラーと

認められる状況にはありませんでした。 
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  今年度、令和７年度につきましては既に子供

からの回答を得て、現在、内容を精査中であり

ます。 

  今後も毎年１回の実態調査を行いながら、ヤ

ングケアラーという言葉の周知と対象者の把握

に努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

  今後、ヤングケアラーと認められる子供に対

する支援につきましては、子供と保護者等の複

雑な心情等に配慮しつつ、子供とその家族が日

常的に接点を有する学校のほか、障がい福祉、

介護、医療等関係機関との連携協力体制をより

強固にしまして、適した相談支援につながるよ

う丁寧に対応してまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 引き続きアンケートなどを取っ

ていただきたいと思います。 

  以前、文化センターのほうでヤングケアラー

の当事者の方のお話をお伺いしました。高学歴

で、お母さんが精神的に弱い人で、そのお母さ

んの世話をしているという男性の方でした。そ

のときは当たり前のようにお母さんの世話をす

るのだと思って過ごしていたそうです。途中で

気づきもなかったということでしたね。でも、

お母さんのところに往診してくださる精神科の

医師が毎回自分に声をかけてくれて、頑張って

いるねと言ってくれるのが大変励みになったと

話されていました。 

  多くの手でなくてもよいので、必ずつながっ

ていることを意識できるような関わり方を続け

ていくということが、やはり重要であると思い

ます。アンケートが小さな芽のうちに摘めるの

であれば継続して、その子がその子らしく生き

られるように、ぜひ寒河江市としても大事にし

ていただきたいなあと思います。 

  やはり家族の関係も子供たちとの関係も複雑

化する子育て環境の中で、今後どのようにこど

も家庭センターを活動していくのかというのを

お伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 こども家庭センターの活動につ

いて御質問いただきました。 

  近年、子育て環境が変化しまして、特に核家

族化が進みまして、育児協力を得ることが難し

くなってきた。また、子供にスマートフォンで

動画を見せたまま放置しておくというようなこ

とがあるなど、支援を必要とする世帯が増加し

ておりますけれども、抱えている問題が複雑か

つ多様化しているため、該当する世帯を取りこ

ぼすことなく把握していくことが重要な課題と

いうふうに考えております。 

  そこで、こども家庭センターを周知するため

に、学校や保育施設にパンフレットを配布した

ほか、民生委員・児童委員や主任児童委員等の

研修会におきましてセンターのＰＲを行いまし

た。そうしましたら、学校などの関係機関だけ

ではなくて、市民からも相談や情報がセンター

のほうに寄せられるようになっております。 

  令和６年４月の開設から令和７年３月までに

寄せられた児童福祉関連の相談件数につきまし

ては、延べ929件となっております。 

  支援対象世帯の把握につきましては、母子保

健を担当するすくすく健康係というのがござい

まして、こちらのほうが実施している各種母子

保健事業でありますとか学校等の関係機関との

関わりにおきまして支援の必要な世帯を把握し

まして、その情報を児童福祉担当である子ども

家庭相談係と共有して連携しながら対応してい

るところであります。 

  また、必要な方には公認心理師への相談を勧

めて、孤立感の解消や不安の軽減を図るなど、

虐待につながらないように未然防止に力を注い

でいるところであります。 

  そのほかにも、民生委員・児童委員や主任児

童委員に対しまして、何かあった際の協力であ

りますとか見守り等をお願いすることで、関係
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機関が１つになって、子供を見守り支援してい

くための体制づくりに取り組んでいるところで

あります。 

  近年、ハイリスク妊婦の割合が増加している

ということでありまして、特定妊婦といった方

も一定数いるということ。そして、核家族化の

進展等によりまして、子育てに不安を抱える世

帯や支援を必要とする世帯が増加しているとい

うこと。支援を必要とする対象者ほど連絡が取

りにくく支援から遠くなりがちでありまして、

もしくは支援のタイミングが遅れてしまう傾向

にあるといったこともございます。 

  様々な課題が出てきておりまして、今後、こ

ども家庭センターの果たす役割というものはま

すます重要になっていくものというふうに考え

ております。複雑で困難な事案に対応できるよ

う職員研修等にも取り組んでおりますが、さら

に専門的な知識を身につけまして、また、関係

機関との連携を強化しながら、一つ一つの事案

に対しまして課題解決が得られるよう対応して

まいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 本当に子育てが大変な時代にな

ってきていると思います。いろいろとこども家

庭センターの専門の方たちも、本当に身を粉に

して一生懸命子育てを応援してくださっている

のは分かります。やはり必要なところに必要な

手だて、そういうことをきちんとできるように、

また、虐待の通報とかそういうこともこの場所

でいいということなどを周知徹底していくとい

うことを、今後とも一般の市民の皆様にも通知

していただければありがたいと思います。 

  続いて、（２）の学習支援や子ども食堂の現

状と今後の支援体制についてというのを質問し

たいと思います。 

  学習支援や子ども食堂の活動はどのように本

市として支援しているのかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 まず、学習支援事業、愛称はさ

くらんぼ塾ということでありますが、これにつ

きましては、令和６年度から市内のＮＰＯ法人

に委託しまして、市内に住民登録している中学

生と高校生を対象に実施しております。今年度

で２年目ということになります。 

  事業の周知方法につきましては、中学生には

学校を通じて全員に募集チラシを配りまして周

知しておりますが、高校生に対しましては、Ｎ

ＰＯ法人が、市内に住民登録をしている高校生

に直接声がけを行う等の方法で募集を行ってお

ります。 

  さくらんぼ塾には、現在、高校生１名、中学

生７名の合計８名が登録しておりまして、毎週

土曜日を基本に、ハートフルセンター２階の和

室で午後４時から２時間の学習支援を行ってお

ります。夏休み期間や受験直前時には実施回数

を増やして土曜日以外にも行うなど、子供に寄

り添った対応に努めているところであります。 

  講師につきましては、現役の高校生８名が担

っておりまして、生徒との年齢が近いというこ

とから、和気あいあいとした雰囲気の中でほぼ

一対一の学習に取り組んでいるということです。 

  講師を務めている高校生自身は、社会の役に

立ちたいという気持ちでありますとか将来教員

を志望しているといった理由から参加していた

だいておりまして、自身の将来を見据えた高校

生の自立心向上にもつながる事業ではないかな

というふうに考えております。 

  また、子ども食堂につきましては、学習支援

事業を委託しておりますそのＮＰＯ法人が月２

回、18時30分からハートフルセンターを会場に

開催しているところであります。第３木曜日は

市内の親子を対象に行い、第４土曜日はさくら

んぼ塾の終了後、住所要件を設けずに市内外か

らの親子を対象に実施しております。 

  市内外というのはどこからかということです

けれども、東根市、天童市、山形市、中山町、
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大江町からそれぞれ１組程度が毎回参加してい

るということで、特にお隣中山町からの参加者

が多いようです。 

  このように実施しておりまして、１回当たり

の参加者は約35名ということで、特に小学生の

参加者が多くなっているということであります。 

  なお、住所要件を設けていない子ども食堂と

いうのは、一般にあまり例がないということで

あります。 

  市が学習支援事業と子ども食堂に対して行っ

ている支援でございますが、学習支援事業は委

託事業でありますので、事業者と定期的に話合

いの場を設けて、その意見や要望をお聞きしな

がら充実した学習環境づくりに努めているとこ

ろであります。 

  子ども食堂への支援につきましては、会場の

使用料免除でありますとか、国や県からの子ど

も食堂に関連する補助金等に関する情報提供の

ほか、市から毎月精米10キログラムの提供を行

っております。 

  特にこの精米の支援というのは好評でありま

して、ＮＰＯ法人からは、このように定期的な

行政支援を受けている例というのは珍しく、行

政側とよく連携が図られている好事例だという

ふうなありがたいお言葉をいただいております。 

○柏倉信一議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 休 憩 午前１１時５８分  

 再 開 午後 １時００分  

○柏倉信一議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  太田議員。 

○太田陽子議員 子ども食堂や学習支援について

今後どのように支援していくのかお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 学習支援や子ども食堂に対する

今後の支援につきましては、今のところ、事業

者であるＮＰＯ法人から特に追加支援の要望と

いうのはありませんが、先ほど申し上げました

とおり、精米の支援というのは本当に助かって

いるというふうにお言葉をいただいております。 

  今後も精米の支援を継続して行うとともに、

事業者と常に連携を密にしながら、現場の視点

からの意見や要望をいただいた際には十分に内

容や方法を検討し、よりよい事業になるよう努

めてまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 子ども食堂をやっていらっしゃ

る方から、本当にお米は助かったと私もお伺い

しました。ぜひ今後ともそういう支援を続けて

いただきたいと思います。 

  子ども食堂が全国にもう7,000か所から１万

か所になったという報告もあります。学習支援

も広がっています。興味はあるけれども、困窮

家庭が利用するという固定観念があって、なか

なか行けないのだなどという声はないのでしょ

うか。 

  ＮＰＯ法人の方も全ての子供たちにチラシを

回して努力していらっしゃることもありますの

で、ぜひ寒河江市としてもそういう広報の支援

などを手厚くしていただきたいと思います。 

  続いて、学校生活の中での子供の変化をどう

捉え対応しているかということについて質問し

たいと思います。 

  給食費の無償化や就学援助金の支給など、子

供の教育にも力を入れている寒河江市であると

思います。 

  そこで、学校生活の中で子供の変化などをど

のように捉えているかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 子供の変化をどのように把

握しているかということですが、学校では毎朝

担任が学級の子供たちの健康観察を行っており

ます。その際には、健康状態だけではなく、ふ

だんと違う暗い表情をしていないか、服装の汚

れや毎日同じ服を来ているなど身なりで気にな
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るところはないかなど、様々な面から子供たち

の様子を把握するようにしています。 

  また、授業の中でも、例えばふだんは学習の

準備がしっかりとできている子供さんが、忘れ

物が続いたり学習に必要な用具がなかなかそろ

わなくなったりするなど、いわゆるサインを出

すこともあります。そのようなサインは、子供

が何らかの助けを求めている可能性もあるため、

素早くかつ丁寧に対応していく必要があります。 

  全国では、夏休みなど学校給食が食べられな

い長期休み明けに、痩せてしまって子供が登校

するといった事例もあります。特に長期休業が

明けて子供たちが登校した初日には、そのよう

な変化についても気をつけて確認するようにし

ています。 

  このように、学校では日頃から子供の様子に

気を配り、いつもと違う姿を見せた場合には、

その背景に何か困っていることを抱えているの

ではないかというふうに捉え、子供の話を聞い

たり家庭と連絡を取ったりしながら、必要な対

応を進めていくよう努めているところです。 

  子供たちが困っていることや悩みを抱えてい

る場合には、自分からも周りの大人に相談する

ことができるように、寒河江市ではＳＯＳの出

し方教育をこれまでも行ってきております。 

  そしてまた、そのＳＯＳをしっかりと受け止

めることができるよう、教員に対しましてもＳ

ＯＳの受け止め方に関する研修も継続して実施

しております。 

  ４月に実施されました全国学力・学習状況調

査の回答では、困り事や不安があるときに、先

生や学校にいる大人にいつでも相談できますか

という質問に対しては、当てはまる、どちらか

といえば当てはまると回答した小学６年生は

70.1％、中学３年生は70.6％となっています。 

  この数値をもっと高められるように、今後も

教職員が心のアンテナを高くして、子供の変化

をしっかりと受け止め、子供に寄り添った対応

を行うとともに、日頃から子供たちが困ってい

ることや悩みを学校にいる大人に相談できる、

信頼関係づくりを進めてまいりたいというふう

に考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 子供の心に寄り添った支援がと

ても重要だと思います。子供たちは先生たちの

考え方、心の大きさをきちんと把握して、70％、

70.6％、これは子供たち多いと思います。こう

いう子供たちがきちんと学校の職員をちゃんと

慕っているという表れではないかと思います。

忙しい中、本当に先生たちは大変だと思います。 

  物価高騰など普通に暮らしている家庭にも大

きなしわ寄せが来ているのではないかと思いま

す。困難を抱えている家庭に対してどのような

支援をしているかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 学校で困難を抱えている家

庭ではないかというふうに把握した場合には、

担任だけでなくて管理職やほかの教員、そして

事務職員など、その家庭に関係する複数の職員

で子供の情報を共有し、対応に当たっています。 

  特に経済的な困難を抱えている場合は、学校

の教職員だけで対応することが難しいため、子

育て推進課など関係課とも情報を共有しながら、

具体的な支援につなげているところです。 

  今年度から学校教育課にスクールソーシャル

ワーカーを１名配置しました。スクールソーシ

ャルワーカーというのは、学校や家庭で子供が

抱える困難について福祉的な視点に立ち、保護

者、学校、関係機関等と協力しながら課題解決

に向けて支援し、子供が安心して希望を持って

学校生活を送ることができるよう働きかける福

祉の専門家のことです。 

  本市では、社会福祉士と公認心理師の資格を

持つ方にスクールソーシャルワーカーとして勤

務いただいております。 

  主な支援活動といたしましては、学校を訪問
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しての子供の様子や観察、子供や家庭について

の相談や面談への同席、指導や関わり方のサポ

ートなど教職員への支援、家庭を訪問しての生

活での困り事や福祉サービスの利用支援などの

相談といった保護者への支援、そして、ケース

会議への参加や関係機関とのかけ橋となって連

携した支援の実施などが挙げられます。 

  現在では、スクールソーシャルワーカーは朝

から学校訪問したり、場合によっては夜に家庭

訪問をするなど、例えば６月、７月は、電話相

談も含めると月に延べ80件を超える子供や家庭

のケースに対応しておりまして、困難を抱えて

いる子供や、その家庭、教職員を支援しており

ます。 

  子供たちが安定した学校生活、家庭生活を送

ることができるよう、困難を抱える子供や家庭

の早期発見も含めまして、関係各課や関係機関

とも連携しながら、今後も支援を継続して行っ

てまいりたいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 先ほどお伺いしたヤングケアラ

ーの問題などにも、スクールソーシャルワーカ

ーの方のアドバイスなどは大変有効になるので

ないかなと思います。ぜひ今後とも活用してい

ただきたいと思います。 

  この春から、不登校の子供たちに対して寒陵

スクールの開校時間を長くしていただいたり、

各中学校の別室登校相談員の配置など、本当に

子供が学校に通えるようになったという感謝の

声が私のほうにも寄せられています。 

  学校内の、確かに先生たちはお忙しいでしょ

うけれども、子供の変化など教育現場での発見

が大きいと思います。ぜひ今後とも、スクール

ソーシャルワーカーの配置などを活用していた

だき、早期に子供たちの問題を解決できるよう

にしていただきたいと思います。 

  寒河江に残って寒河江で子育てしたいと思え

るような環境づくり、今後ともお願いしたいと

思います。 

  通告番号６番、国民健康保険制度についてで

す。 

  マイナ保険証施行後の滞納者の窓口負担につ

いてですが、昨年12月２日よりマイナ保険証に

なり、国民健康保険証の紙ベースがなくなると

いう状況になりましたが、滞納者に対する窓口

負担はどのようになっているのかお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 国民健康保険の窓口負担につき

ましては、国民健康保険法に基づきまして、国

民健康保険税が長期間納付されない場合におい

ては、従来、資格証を発行し、医療機関等で一

旦10割の負担で支払っていただき、その後、申

請によって保険給付分の払戻しを受けるという

取扱いとなっておりました。 

  昨年12月２日にマイナ保険証を基本とする仕

組みに移行しておりますが、これまで同様、国

民健康保険税が長期間納付されない場合におい

ては、窓口で一旦10割分を支払い、申請によっ

て保険給付分の払戻しを受けるという取扱いと

いうふうになっております。 

  マイナ保険証を利用している方の場合は、窓

口負担が10割になるということが医療機関側に

表示されるようになります。 

  また、マイナ保険証を利用していない方には、

特別療養と記載された資格確認書が交付されま

して、同様に窓口負担は10割となっております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 私にもマイナ保険証がないので、

資格確認書というのが届きました。それで、私

もどうなっているのかなと大変気になりました。 

  10割負担があるというのは、滞納している人

にとっては大変負担になると思いますけれども、

今後ともそういうことのないようにしていただ

きたいなと思います。 

  あと、先ほどからありますように、急に困窮

になって滞納してしまった、倒産や解雇など急
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激な環境の変化で滞納してしまった、その間、

通院も余儀なくされた場合などで、滞納してい

る市民は２割、３割負担で受診できるのか、本

市はどのように対応しているのかお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 国民健康保険税の滞納となって

いる世帯に対しましては、年間を通して弁明や

納税相談の機会を設けております。それぞれの

御事情をお聞き取りしながら対応しているとこ

ろであります。 

  特に、突発的な就労環境の変化等によって著

しく生活困窮に陥ってしまった場合などは、分

割納付や支払い猶予の御相談をしていただくな

どの対応をさせていただいております。 

  なお、弁明や納税相談を行わず状況の確認が

できない場合や、聞き取りした結果、特別な事

情があると認められない場合などは、国民健康

保険税の納税者との公平を期すために10割負担

になってしまう場合もありますが、その目的と

いうのは、医療機関等での受診を遠ざけるため

のものでは決してなくて、納税相談の機会参加

を促すものでありまして、機械的な運用を行う

ことなく、納税できなくなった事情の有無を適

切に把握するためのものでございます。 

  これまでも納税相談等を行いながら、特別の

事情があると認められる場合には、通常の自己

負担分になるよう対応しているところでありま

して、国民健康保険税を滞納することですぐに

10割負担になるということではありませんので、

ぜひ早めに相談していただきたいというふうに

思っております。 

○柏倉信一議長 太田議員。 

○太田陽子議員 早めに相談に行けば対応してい

ただけるということであれば、滞納を長引かせ

ず、相談して払える段階で払えるとかそういう

ふうにしていただけるというのは、困っている

人にとっても大変よいことではないかと思いま

す。 

  弱い人が豊かに暮らせるような社会にならな

いとやはり駄目だと思います。お金がなくても

本当だったら10割負担でなくて医療費が無料に

なるとか、高齢者は無料になるとか、黙って年

金から介護保険を引かれて、三、四万で暮らし

ているなんていう高齢者がやはりおります。 

  そういうところにきちんと目を当てて、生活

できるような体制づくり、あと、激変した家庭

での困窮者へも、もう寒河江市全体で頑張って

そういう人たちを救っていただきたいと思いま

す。ぜひよろしくお願いいたしまして、質問を

終わります。ありがとうございました。 

 

児玉 崇議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号７番について、４番児

玉 崇議員。 

○児玉 崇議員 皆さん、長時間お疲れさまでご

ざいます。壮風会の児玉 崇でございます。 

  通告番号７番、物価高騰等の影響により停滞

している地域経済の活性化と、市内消費喚起を

目的としたプレミアム商品券事業（チェリンＰ

ａｙ）の販売についてお伺いをさせていただき

ます。 

  今回の事業は約１か月前の８月１日から利用

が始まったばかりで、12月末までの約５か月間、

まさに現在進行中の事業であります。そのため、

まだ結果が出そろっていないのではないかとの

御意見もあろうかと思います。 

  しかしながら、既に市民の声が多く寄せられ

ており、そして、次回以降の実施も視野に入れ

るならば、早い段階で検証と改善の視点を共有

することは極めて重要であると考え、あえて本

定例会で取り上げさせていただいたものであり

ます。 

  県内では、昨年度末から35市町村のうち30市

町村で同様の事業が実施されていると認識して

おりますが、多くは市民限定あるいは世帯ごと
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に配布や販売という方式を取っております。 

  これに対して本市は、地域商工業者に向けた

地域経済の活性化を第１の目的に置かれたこと

から、市外や県外の方も含めて購入できる仕組

みとされました。地域の事業者を支援するとい

う趣旨は十分理解しますし、私の支援者を含む

商工業者の皆様からも、いろんな人に使っても

らえてありがたいとの声があることも承知して

おります。 

  一方で、市民の皆様からは、せっかくの市の

予算である以上、まずは市民の暮らしに還元し

てほしいとの声も寄せられております。私自身

も、市民一人一人の安定した生活を大切にした

い、その視点は欠かせないと感じております。

市民が元気でこそ、地域商工業者も持続的に支

えられ、まち全体が活性化していくはずである

と考えるからであります。 

  したがって、今回は、事業効果をどう高め、

市民の生活支援と事業者支援の双方につなげて

いくかという観点から、幾つか提案を交えつつ

質問させていただきたいと思っております。 

  御承知のとおり、歯止めがかからない物価の

上昇、特にエネルギー価格や生活必需品の価格

高騰は市民生活や市内事業者の経営を大きく圧

迫しております。 

  商工業者の皆様からは、売上げは伸び悩むが

仕入価格が上がり、経営が難しいという声が寄

せられ、また市民の方からも、食費や光熱費が

重くのしかかり、節約ばかり考えてしまうとい

った声が多く届いております。 

  こうした中で、本市が地域経済緊急対策とし

て取り組んだのがプレミアム商品券事業、いわ

ゆるチェリンＰａｙであります。地域での消費

を喚起し、事業者の元気につなげるための大切

な事業であると私も認識しておりますし、私の

支援者を含め、多くの商工業者の皆様からもあ

りがたい取組だという声も上がっております。 

  一方で、市民の皆様の声を伺っておりますと、

なぜもう少し早く実施できなかったのか、応募

や利用方法が分かりづらい、高齢の方々がなか

なか登録できず苦慮していたといった切実な意

見も少なからず寄せられております。 

  市長も記憶にあるかと存じますが、前々回、

本年度第１回の定例会において私は、緊急経済

対策事業の継続について質問をさせていただき

ました。その際は、市長のほうから、令和７年

度においては地域経済緊急対策事業として６月

後半頃の実施を想定したチェリンＰａｙによる

プレミアム商品券事業の実施を予定していると

の御答弁をいただいたところであります。しか

しながら、実際には今回８月からの実施となり

ました。 

  もちろん準備や調整に要した時間もあったか

と思いますが、県内ほか自治体が春から初夏に

かけて早期に実施している例が多く見られる中

で、本市の販売利用開始の時期が適切であった

のかどうか。市民からのもっと早く実施してほ

しかったという声をどう受け止められているの

か、改めて御意見をお伺いできればと思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 

  ちなみに、今回の質問は、多くの市民や商工

業者にお伺いした中で、事業の効果をより大き

なものにしていただくための建設的な提案であ

り、市の貴重な予算を使うからこそより多くの

市民が恩恵を受け、事業者にとっても確実に効

果が波及するようにしていきたい。そのための

建設的な提案の一環として伺うものであります。 

  そこで、今回は通告どおり大きく４つの質問

をさせていただきます。順次質問させていただ

きますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、初めに、実施時期と計画並びに抽

せん方式についてお伺いします。 

  まずは、実施時期と計画についてお伺いしま

す。 

  今申し上げたとおり、県内の他自治体では３

月から６月にかけて事業を早期に実施している
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例が多く見られましたが、本市における今回の

応募期間や販売時期は緊急的な地域経済対策と

して妥当であったのか御意見をお伺いいたしま

す。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 今回の商品券事業につきまして

は、６月23日から７月18日まで購入申込みの受

付を行いまして、７月25日の抽せん結果の発表

を経て、８月１日から使用開始しているところ

でございます。 

  使用期間の設定に当たっては、より一層の経

済波及効果と、宿泊業や飲食業の方々の御要望

を考慮して、消費が特に活発になるお盆と、そ

して、寒河江まつりが９月に含まれますので年

末までの期間を設定したものであります。 

  なお、進捗状況につきましては、県外の方を

含む9,788人から購入申込みがありまして、販

売予定の４万セットに対して３万8,034セット

の購入申込みをいただきましたが、購入期限の

８月31日までに購入されたのは３万6,299セッ

トでありました。 

  残りの3,701セットにつきましては、９月８

日から９月21日まで追加購入の申込み受付を行

いまして、申込み多数の場合には抽せんを実施

した上で、10月１日から使用開始の予定として

おります。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  あわせて、今回は応募多数の場合に抽せん方

式を採用されましたが、結果的に、今御説明い

ただいたとおり全員が購入できたと承知してお

ります。また、当せんされた方でも未チャージ、

いわゆる購入されなかったという方も相当数お

られたようであります。そのような中、市民か

らは、当初、当たるかどうか分からず不安だと

いう声もありました。 

  市内商工業者に対しての地域経済の活性化を

第１の目的としたことは理解しますが、周りを

見渡せば同様の事業を実施している市町村の約

８割が市町村民限定、全戸配布等の市町村民の

生活への配慮がなされている中、本市はなぜ抽

せん方式を取られたのか、その理由と今後の在

り方についてお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 抽せん方式を採用した理由につ

いてでございますが、先着順による販売方法に

比べまして購入機会の公平性を確保しやすいと

いうことのためであります。 

  また、他の自治体のようにプレミアム分だけ

の金額の商品券を全戸に配布する方法を採用し

た場合、本市の７月末時点の世帯数が１万

4,837世帯ということでありますので、今回の

プレミアム分の6,000円の商品券を配布する条

件で試算しますと、その経済効果からすると約

8,900万円となります。このたび本市が採用し

た方式での経済効果は２億6,000万円いうこと

になりますので、これに比べ約34％にとどまる

ということになります。 

  今回は経済効果を高めることを第一に考え、

購入者対象を市民だけに限定せず、広範囲から

消費意欲のある多くの方々が商品券購入を申し

込めるようにしたことから、申込者の増加に備

えて抽せん方式を採用したものであります。 

  今後につきましては、消費意欲の高い市民が

可能な限り商品券を購入できるように配慮しな

がら、市内商工業の経済活性のため最も効果の

高い施策となるよう検討してまいりたいと思い

ます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。申し上

げているとおり、市民への配慮といったところ

も、ぜひ今後ともよろしくお願いしたいなとい

うふうに思います。 

  続きまして、大きい２番目です。利用者視点

での課題と改善点についてお伺いいたします。 

  まずは、利用者の利便性についてお伺いしま



 - 63 - 

す。 

  市民からは、アプリの登録や申込みの入力が

難しい、抽せん確認が分かりづらい、チャージ

できる場所が限られて不便さを感じたとの声が

寄せられております。 

  こうした中、利用者の声をどう受け止め改善

につなげていかれるか御見解をお伺いできれば

と思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 このチェリンＰａｙにつきまし

ては、特に高齢者を中心にアプリの操作方法に

関するお問合せを専用のコールセンターであり

ますとか担当課のほうにいただいておりまして、

抽せん結果の確認ができないとか、セキュリテ

ィーのための２段階認証のパスワードの確認画

面と入力画面の切替えで操作に戸惑うなどのお

話を伺っているところであります。 

  確かにほかの決済用アプリも様々ございます

が、こうしたものと比較して操作の手順が多い

ことなど、操作性の改善は必要であるというふ

うに認識しております。 

  今後、プレミアム商品券事業を実施する場合

には、ほかの決済用アプリも検討しまして、費

用対効果も考慮しながら、なるべく操作が容易

なものを採用してまいりたいと考えております。 

  また、今回ですけれども、前回はより身近な

コンビニエンスストアでのチャージが可能であ

りましたが、従業員の対応が難しいなどの理由

からこれが外れることになりまして、チャージ

可能な事業所数が減少しております。今後、チ

ェリンＰａｙ方式にてこの商品券事業を取り組

む際には、幅広い業種の事業所に御協力をお願

いして、チャージ対応事業所の増加も図ってま

いりたいというふうに考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 御答弁ありがとうございます。

理由を伺えば、納得できる内容でございます。 

  今から質問をするところが一部ちょっと御回

答をいただいたところでありましたが、チャー

ジ先がこれまでの実施では、フローラでの販売

やコンビニでの決済などあらゆる購入者の利便

性に配慮がなされていたと感じましたが、今回

は温泉組合の５つの施設とガソリンスタンド５

件に限定されたことについて、その狙いや効果

をどのように評価されているのか。あわせて、

クレジットカードと現金による購入割合につい

てもお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現金によるチャージが可能な事

業所につきましては、コンビニエンスストアを

含む各事業所とチャージ業務委託の交渉をさせ

ていただきましたが、その結果として、今回は

宿泊施設とガソリンスタンドの各５件ずつにお

引き受けいただいたといった経過がございます。 

  コンビニエンスストアのように24時間対応と

いうわけにはまいりませんが、宿泊施設とガソ

リンスタンドはともに営業時間が長く、土曜日、

日曜日も対応していただけるということから、

比較的利用しやすい場所なのではないかという

ふうに考えております。 

  また、クレジットカードと現金による購入割

合につきましては、クレジットカードが59％、

現金が41％となっております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 クレジットカードが６割、現金

４割ということで、私も購入をさせていただき

まして、クレジットカードで、先ほど市長から

説明があったセキュリティーで引っかかった人

間の１人で、チャージまで１時間ぐらい要しま

した。すみません。 

  さらに、今回の商品券はプレミアム率が30％

ということでございますが、一口5,000円購入

で1,500円分のプレミアム、Ａ券、Ｂ券に分か

れる方式でありましたが、市民の一部からは複

雑で分かりにくいという声もございました。 

  地域商工業者の活性化という目的を踏まえつ
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つ、より分かりやすく利用しやすい仕組みにで

きないものかお考えをお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 この商品券の利用状況を見ます

と大型のスーパーマーケットの利用が多く、今

回のようにＡ券、Ｂ券を設定していなかった平

成27年度実施の商品券事業の実績におきまして

は大型店が全体の売上金額の３分の２を占める

結果となったことから、中小規模の一般店にも

経済効果が及ぶようにするために、このＡ券、

Ｂ券の設定を始めたといった経緯がございます。 

  システム上、Ａ券のみ使用可能な大型店では

自動的にＡ券の残額から差し引かれますけれど

も、Ａ券とＢ券の両方が使用できる一般店では

どちらを使用するか迷われる方もおられるのか

と思いますので、一般店の使用の際も迷わずに

済むように一般店でのみ使用可能なＢ券の残額

から優先して自動的に差し引かれるシステムに

改善できないものか、今後検討してまいりたい

と考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  特に高齢の方々、レジでお支払いをするとき

に、特に最初などは戸惑われていたというよう

な、とあるスーパーのレジの方からお伺いもし

ました。ですので、そういったところの御検討

を、次回されるのであれば御検討をお願いでき

ればなというふうに思います。 

  それでは、次に購入者属性の分析とデジタル

に不慣れな方への配慮についてお伺いいたしま

す。 

  まずは、購入者の属性や利用者状況について

お伺いいたします。 

  過去実績の中では申込みの際に提供が必要で

はなかった、氏名、性別、生年月日、住所など

の個人情報の登録という入力作業が今回は必要

であったわけですが、これは重複購入を避ける

目的もあろうかと思いますが、ここまでの個人

情報を求めたということは、実施に対しての検

証データとして活用されることも期待されると

考えます。 

  そこで、収集された住所、年齢、性別などの

データから、市内、市外、県外の割合や年齢層

などの傾向を明らかにし、地域商工業者への経

済効果がどの程度あったのか分析結果をお伺い

したいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 これから分析結果についてお答

えさせていただきますけれども、まず、購入申

込みの際に御入力いただく氏名や住所等の個人

情報につきましては、マイナンバーカード等を

活用した個人認証で確認されたものではなくて、

あくまでも自己申告で入力された情報の集計結

果でありますことを、まず御承知いただきたい

と思います。 

  今回購入いただいた方の住所地別の割合につ

きましては、市内が72％、寒河江市を除く県内

が27％、県外が１％であります。 

  また、男女別の割合につきましては、男性が

41％、女性が59％。 

  そして、年代別になりますと、29歳以下が

７％、30代が14％、40代が20％、50代が24％、

60代が22％、70代が11％、80代以上が２％であ

ります。 

  経済効果といたしましては、８月分の利用総

額については約１億1,000万円ということであ

りまして、内訳としては大型店・一般店共通の

Ａ券が約5,528万円、一般点のみ対象のＢ券が

約5,558万円とほぼ同額であります。 

  なお、商品券事業終了後には、性別と年代と

のクロス分析でありますとか、どのような店舗

で幾らぐらい購入したかなど詳細な分析ができ

るようになりますけれども、現時点では商品券

利用状況のデータが整っておりませんので、詳

細な分析はできない状況であります。 

  しかしながら、この商品券事業によって、県
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外を含めた市外からも商品券利用者が訪れるこ

とによる消費人口の増加でありますとか、ふだ

んよりも高額な商品の購入、そして、新しい店

舗に行くきっかけになるなど、地域経済がこの

商品券によって活性化していくことを期待して

いるところでございます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  ぜひ、事業が終わりましたら、今いただきま

した詳細データのほうもぜひ公開していただけ

ればというふうに思いますが、今お伺いした数

値もとても興味深いデータであると感じました。 

  今お伺いしましたデータでは、購入者の約６

割が女性であり、また、購入者のうち30代から

60代がかなりの割合を占めております。これは

やはり日常の生活費や家計を担う世代、立場の

方々が、物価高騰の中で少しでも生活の足しに

しようとこの制度を積極的に利用されている表

れだと感じております。 

  そして、一方、その数値のとおり、地元消費

が手薄と見られる若年層、29歳以下が７％とい

うことでその対応も必要ではあるかと思います

が、今80代以上が２％、70代が11％ということ

で非常に低い。デジタル社会になかなかなじめ

ない方々が多いと推察できる高齢者、あと、そ

のほかにも利用しにくかった層をどう取り込ん

でいくかが今後の課題であると認識する必要が

あると考えます。 

  そこで、ただいまお伺いしたデータからも推

察できますが、高齢者や操作に不慣れな方の中

には、購入を諦めた方も多くおられたのではと

考えられます。やってみたけれども、難しくて

大変だっけというような声も耳にしております。

こうした層を取りこぼさないため、今後どのよ

うな配慮を検討されるのかお伺いしたいと思い

ます。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 デジタルに不慣れな方への対応

と配慮ということでありますが、私も各地域で

市政ミーティングということで行っておりまし

て、この中で市民の方から直接お話をお伺いし

た際に、スマートフォン操作に不安があるとい

うこととか、あと、スマートフォンを持ってい

ないのでチェリンＰａｙを購入できないという

ようなお話をたくさんいただいております。 

  ほかの自治体での事例も調べましたところ、

スマートフォンを所有していない方に二次元コ

ードが印刷されたカードを発行しまして、その

カードを店舗側が読み取るという方式でキャッ

シュレスでの商品券事業を実施している自治体

というのがございました。 

  このようなスマートフォンアプリ以外の方式

についても改めて情報収集を進めながら、デジ

タルに不慣れな方にも商品券を利用いただける

よう、今後に向けて検討してまいりたいと考え

ております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 本当に前向きな御回答をいただ

いて、非常にありがたいと思っております。 

  ただ、商品券、紙物を発行するとどうしても

人手であったり、あとは在庫の問題であったり

なんていうところ、それがあったゆえにやはり

こういったデジタルになったかと思いますが、

ぜひ、この数値が本当に物語っているかと思い

ます。かといって、高齢の方が裕福かというと

そうではないとも考えられますので、ぜひそう

いったところも、今後事業をされる際には検討

の１つに入れてもらえればと思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

  最後の質問でございますが、市民の生活支援

と事業者支援を両立したより効果的な仕組みへ

の発展に向けて、今後でき得る改善についてお

伺いしたいと思います。 

  今回の事業に当たっては、当局において生活

経済支援対策本部会議が設置され、関係する課

が集まって協議が行われたと承知しております。
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その上で、寒河江市緊急経済対策実行委員会に

事業が委ねられているわけでありますが、実際

に市民生活の実情や各課が持っている知見とい

うものがどのように実行委員会の議論や仕組み

に反映されたのか、その点は市民の立場からは

見えにくい部分があります。 

  私としては、一過性の経済効果を狙うだけで

はなく、未来につながる持続的な経済効果をど

う生み出していくかが重要だと考えます。 

  そのためには、商工業者の支援に加え、子育

て世代や高齢者、生活に困難を抱える方々、さ

らには、地域コミュニティーの現場を知る関係

課など、あらゆる角度からの知見をきちんと生

かし、市民一人一人の実情に寄り添った施策と

して発展させていくことが必要ではないでしょ

うか。 

  そこで、今回の事業を通じて得られた成果や

課題をどのように整理し、今後どのように改善

し、市民の生活支援と事業者支援の双方を効果

的に実現する仕組みへと発展させていかれるの

か、現時点でのお考えをお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 この商品券事業の実施に当たり

ましては、まず、庁内で設置しております寒河

江市生活経済支援対策本部会議というのがござ

いまして、こちらのほうで事業目的、予算規模、

実施方法の概要を決定しております。 

  この会議につきましては、様々な分野の関係

課が参加しておりまして、そこからの意見を踏

まえた上で決定しているということであります。 

  その後、実施主体である寒河江市緊急経済対

策事業実行委員会で、具体的なスケジュールや

販売方式などの実施方法の細部を協議して決定

しているというところであります。 

  今後、商品券事業を実施する場合には、今回

様々データを収集いたしておりますので、こう

したデータの分析を踏まえまして、市民の生活

支援のウエートを高めるべきタイミング、事業

者支援のウエートを高めるべきタイミング、そ

の時々のタイミングに応じて、重視されるべき

施策目的に対して最も効果の高い制度設計とな

るよう、今後取り組んでまいりたいというふう

に考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 非常に前向きな御返答をいただ

きまして、本当にありがとうございます。ぜひ

両者ともにというような事業に進めていただけ

ればなと思います。 

  最後に、繰り返しになるのですが、価格やエ

ネルギーの高騰という厳しい状況の中で、地域

の商工業者の皆様に元気を取り戻していただき

たい。そして、市民の暮らしが少しでも安心し

安定したものになるように、この施策が真に役

立つことを願っての一般質問であったことを御

了承いただければと思います。 

  市民の皆さんが使ってよかった、助かったと

感じられる仕組みであればこそ、地域事業者の

皆様にも確かな経済効果が届き、持続的な地域

全体の活性化につながっていくはずです。 

  現在の進捗としては、７割強が市民購入であ

る一方、市外、県外の購入者が３割弱を占めて

おります。そこで、その３割弱の方々がどこま

で本市の経済効果となったのかという検証もも

ちろん必要ではあるかと思いますが、地域商工

業者を持続的に支えることができ、まち全体の

活性化を担えるのは、やはり市民の皆様なので

はないでしょうか。 

  そして、地域に生き地域に貢献する市民一人

一人の営み、これを市が支えていくことで、地

域離れの阻止、さらには、人口減少の歯止めや

地域活性化にもつながっていくものと考えます。 

  景況の回復を見せる要素もあるようではあり

ますが、物価高騰の波も収まる様子が見られず、

これから新米も出てまいりますが、昨年の米騒

動以来、いまだに米問題も収まっておりません。

引き続き、地域商工業者の下支えとなる姿勢も
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保ちつつ、市民一人一人の声にも耳を傾けてい

ただき、次につながる改善を積み重ねていただ

きたく、強くお願いを申し上げます。 

  この事業はまだ実施の途中でありますが、だ

からこそ現時点で寄せられた声を真摯に受け止

め、次に生かしていくかが肝要であると考えま

す。 

  本市の未来を見据えた持続性のある経済効果

を実現することを願っての一般質問であると捉

えていただき、行政と実行委員会、そして、市

民と事業者が一体となってこの難しい事態を乗

り越えていけるよう、本市の今後の取組に大い

に期待を寄せ、私の一般質問を終わらせていた

だきます。ありがとうございました。 

 

   散    会    午後１時４８分 

 

○柏倉信一議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 
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